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おわりに

は じめ に

近年,国 際社会において環境保護を目的とした市民参加の重要性が主張

されて いる。 これを具体化 したもの と して,1998年6月25日 に 「環境 に関

す る,情 報への アクセ ス,意 思決定 における市民参加,司 法への アクセ ス

に関す る条約」(以 下,オ ー フス条約)(1)が 国 際連合欧州経済委員会(United

(1)UN/ECEConventiononAccesstoInformation,PublicParticipation

inDecisionMakingandAccesstoJustice,Aarhus,1998.オ ー フ ス 条

約 につ いて は先 行 研 究 が 多 数 存 在 す るた め,本 稿 で は 概 略 的 な 紹 介 に と どあ た/
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NationsEconomicCommissionforEurope,UNECE)に おいて採択 され,

その後,同 条約 は2001年10月30日 に発効 した。

オ ーフス条約 は,そ の前文 で,「 何人 も,健 康 と福祉 に とって十 分な環

境 において生 きる権利を有 し,現 世代及 び将来世代の利益の ために環境を

保護 し,改 善す る義務を負 う」 と明言す ると共 に,そ の第1条 において,

「① 環境 に関す る情報 への アクセ ス権」,「②環境意 思決定へ の市民 の参加

権」,「③環境問題 に関す る司法への アクセ ス権」 という3つ の権利を あ ら

ゆる者 に保障す ることを 目的 とす る旨を定 めて いる。 これ は同条約の3本

柱 と して言及 され るもので あ り,3条1項 は,締 結国が それぞれの国 内に

おいて この3本 柱を遂行す るために必要な制度を構築す るよう要求 して い

る。 なお,「 市民 に よる環境情報へ のア クセスが不十分 であれば意思 決定

に対す る市民参加 は困難 にな り,ま た市民参加の結果 につ いて異議を唱え

る権利がなければ市民参加権は意 味のないもの にな る」(2)ことか ら,オ ー フ

＼ い。なお,先 行研究 としては以下のものが挙げられる。高村ゆかり 「環境情報

へのアクセス,環 境に関する政策決定への市民参加,及 び,司 法へのアクセス

に関する条約」環境研究135号(2004年)79頁 以下,同 「情報公開と市民参加に

よる欧州の環境保護一環境に関する,情 報へのアクセス,政 策決定への市民参

加,及 び,司 法へのアクセスに関する条約(オ ーフス条約)と その発展 」(以

下,高 村 「情報公開」 と引用)静 岡大学法政研究8巻1号(2003年)178頁 以

下,同 「オーフス条約にみる欧州の情報公開と市民参加」環境情報科学32巻2

号(2003年)30頁 以下,大 久保規子 「オーフス条約 とEU環 境法 ドイツ2005年

法案を中心として一」環境と公害35巻3号(2006年)31頁 以下,同 「環境法の

新潮流⑳ オーフス条約からみた日本法の課題」環境管理42巻7号(2006年)

675頁 以下,後 藤隆 「環境に関する,情 報へのアクセス,政 策決定への市民参

加,及 び,司 法へのアクセスの確保の必要性とそれらを前提とした合意形成手

法の日本への導入の可能性について一オーフス条約の市民参加規定を中心に」

とうきょうの自治53号(2004年)5頁 以下,大 原有理 「環境権と市民参加 オー

フス条約の事例か らみる手続的権利の可能性」環境情報科学論文集23巻(2009

年)401頁 以 下,同 「グローバル ・ガバナンスにおける市民参加制度一オーフス

条約にみる市民参加制度」環境情報科学論文集24巻(2010年)113頁 以下等。

(2)Jean-JacquesParadissisandMichaelPurdue,"AccesstoEnvironmental/
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ス条約の目指す環境保護を実現するためには,こ れら 「3つの権利の連携

が必要不可欠で ある」(3)と考 え られている④。

オーフス条約は,「環境領域における国際的に最も重要な新機軸」(5)であ

り,わ が国でも 「環境保護と人権とを関連づけ,市 民と公権力の民主的な

相互作用を通 して環境保護を促進 しようとする新 しい特徴を有する環境条

約であ る」(6)と評 価 されているように,環 境権(7)の 参 加権 とい う一面 を重視

し,環 境保護を目的とした市民参加を促進 しようとするものである。

2011年11月23日 の時点で,オ ーフス条約の締結国 は45ケ 国に及んでお り(8),

市民や環境保護団体による環境保護運動が活発であり(9),かつ環境汚染や

＼JusticeinUnitedKingdomLaw"inAndrewHarding ,AccesstoEn-

vironmentalJustice:AComparativeStudy,(BrillAcademicPublications,

2007),p.289.

(3)Ibid.

(4)わ が 国 に お い て も,「 行 政情 報 の 公 開 な ど,判 断 形 成 に必 要 な 情 報 へ の ア クセ

スの 確 保 は参 加 へ の 必 要 条 件 」で あ り,「 参 加 の 結 果,決 定 が 合 理 的 で 社 会 的 に

公 正 に行 な わ れ た か,ま た,計 画 が 適 切 に実 行 され て い るか な どの チ ェ ックを

す るの が … … 訴 訟 制 度 で あ る」 と して,こ れ ら3つ の 権 利 の 連 携 が 重 要 視 され

て い る。 原 科幸 彦編 『環 境 計 画 ・政 策 研 究 の 展 開 一 持 続 可 能 な 社 会 づ くりへ の

合 意 形 成 」(2007年,岩 波 書 店)48-49頁 。

(5)MariaLeeandCarolynAbbot,"TheUsualSuspects?Publicpar-

ticipationUndertheAarhusConvention"[2003]ModernLawReview

80.

(6)高 村 「情 報 公 開 」 静 岡 大 学 法 政 研 究8巻1号(2003年)139頁 。

(7)オ ー フ ス条 約 と環 境 権 との 関 わ りにつ いて は,林 晃 大 「イ ギ リ ス にお け る環

境 情 報 提 供 手 法 公 的 登 録 簿 制 度 に つ い て の一 考 察 」 近 畿 大 学 法 学57巻4号

(2010年)136頁 参 照 。

(8)国 際 連 合 欧 州 経 済 委 員 会 ホー ムペ ー ジ参 照 。

〈http://www.unece.org/env/pp/ratification.html>

(9)そ の 代 表 的 な もの が,環 境 の よ うな 「公 益 」 を 保 護 す るた あ に市 民 や 環 境 保

護 団 体 に よ って 提 起 され る いわ ゆ る 「公 益 訴 訟 」 で あ る。 公 益 訴 訟 の歴 史,判

例,根 拠 な どに つ い て詳 し くは,林 晃 大 「イ ギ リス にお け る公 益 訴 訟 」 法 と政

治58巻2号(2007年)345頁 以 下 参 照 。
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汚染規制について長い歴史を有 している(1①イギ リスも2005年2月24日 に同

条約を批准 している。

イギ リスではオーフス条約の提示する第1の 柱である 「環境に関する情

報へのアクセス権」について,同 条約の批准以前か ら,王 立環境汚染委員

会(RoyalCommissiononEnvironmentalPollution,以 下RCEP)(IDに

よる勧告や市民運動などの影響を受け,公 的機関の保有する環境情報を積

極的 ・能動的に提供する 「公的登録簿」が様々な環境領域において導入さ

れており,市 民や環境保護団体が広 く環境情報にアクセスすることが可能

であった⑫。 さらに,オ ーフス条約の批准を契機にイギ リス国内において

2004年 環境情報規則⑱が制定 されたことにより,市 民が 「公的登録簿」に

よって提供されていないような環境情報の開示を広 く公的機関に対 して請

求することができるようになったω。このようにイギリスでは,「公的登録

簿」に代表される公的機関による能動的な 「情報提供」制度を2004年 環境

情報規則のような 「情報開示」制度が補完することによって,市 民にとっ

て効果的な環境情報公開制度を構築 しており,環 境 リスクに関する市民に

よる認識の向上につながっている。

先述 したように,オ ーフス条約の目指す環境保護を実現するためには同

⑩ イギ リスでは,他 の国々に先駆けて17世 紀後半から産業革命を原因とする大

気汚染や水質汚濁などの環境被害が深刻化していた。また,こ れに対 して,1863

年には世界で最初の環境汚染規制を行う行政機関である 「アルカリ検査団(Alkali

Inspectorate)」 が設立されており,同 国は行政による汚染規制をいち早 く行お

うとした国の1つ であると言うことができる。

(ll)RCEPに つ いて詳 しくは,林 ・前掲注(7)160頁以下参照。

(12)イ ギ リスにおける環境情報公開の歴史について,ま た環境情報提供制度の1

つである 「公的登録簿」について,詳 細は林 ・前掲注(7)135頁以下参照。

q3>EnvironmentalInformationRegulations2004

⑭2004年 環境情報規則 に基づ く環境情報開示制度についての詳細は,林 晃大

「イギ リスにおける環境情報開示と2004年 環境情報規則」近畿大学法学58巻2・

3号(2010年)481頁 以下参照。
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条約の提示する3つ の権利の連携が必要不可欠であることから,イ ギ リス

国内においても,第1の 柱と同様にオーフス条約の第2の 柱である 「環境

意思決定への市民の参加権」の保障も重視されている。

わが国においても,近 年,「 市民の価値観が多様化する中で,行 政のみ

ですべての意思決定を行うことが困難」⑮になっており,様 々な領域におけ

る行政意思決定に対する市民参加が重視 されている。 そのような中,「 議

会が確定 した枠組みのなかで,方 針や計画といった一般的決定,ゾ ーニン

グ指定や拘束的計画といった一般処分,お よび,申 請に対する処分や不利

益処分といった具体的決定の場面において,そ れがより高次の基本方針や

基本計画,そ して,根 拠法や関係法令との関係で妥当 ・適法であるかをチェッ

クし,ま たその内容形成に参画する機会が与えられることが重要である」(1④

と指摘されているように,市 民参加の必要性は,環 境領域における様々な

場面での行政意思決定についても妥当すると考えられる⑰。しかしながら,

「国民 ・住民が環境保全について法的主体性を認められていないこと,参

加権も保障されていないことが……わが国の実定環境法の最大の欠点であ

る」⑱と言及されているように,わ が国における環境意思決定への市民参加

権は十分に発展 しているとは言い難 く,市 民参加が認められる領域におい

ても,「運用上従来の行政による情報提供,そ れに対する市民の意見提出

という形式的なや りとりからは進んだものとはなっていない」⑲ と指摘され

⑮ 織朱實 「環境政策における市民参加制度:米 国環境法施策における市民参加

制度の概要」環境情報科学32巻2号(2003年)24頁 。

q6)北 村喜宣 「環境法」(弘 文堂,2011年)95頁 。

⑰ わが国においては,例 えば,開 発事業による環境の影響を事前に評価する環

境影響評価制度において,環 境影響評価方法書等の公告 ・縦覧及びそれに対す

る意見書の提出の仕組が盛り込まれている。岩田元一 「ヨーロッパにおける水

環境政策への市民参加の仕組と環境情報の役割」国際情報研究(日 本国際情報

学会誌)4号(2007年)1頁 。

q8)阿 部泰隆 ・淡路剛久 『環境法(第4版)』(有 斐閣,2011年)39頁 。

⑲ 織 ・前掲注⑮24頁 。
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るところである。

それでは,環 境汚染や汚染規制について長い歴史を有するイギ リスでは,

オーフス条約の第2の 柱である 「環境意思決定への市民の参加権」の保障

についてどのような対策がとられているのだろうか。イギ リスではオーフ

ス条約の批准前か ら環境意思決定に対する市民参加制度の積極的な構築が

行われてきたが,現 在,政 府の方針によって,特 に個別の実施段階,つ ま

り環境許可決定過程への市民参加の促進に歯止めがかけられている。本稿

は,こ のようなイギ リスにおける環境意思決定への市民参加制度について,

その歴史展開や現行制度の詳細,市 民参加の意義やその実態を考察するこ

とにより,わ が国の制度に対する示唆を与えようとしたものである。

第1章 では,現 在の市民参加制度を検討する前提として,イ ギ リスにお

ける環境意思決定への市民参加の歴史を国際的動向を踏まえなが ら考察す

る。その後,第2章 においては,環 境意思決定に対する市民参加の中でも,

特に現在のイギ リスで大きな変革が進行中である環境許可決定過程への市

民参加について,イ ングラン ド及びスコットラン ドの制度を対比する形で

分析 した上,第3章 において市民参加制度の実態についての検討を行う。

第1章 環境意思決定に対する市民参加

イギ リスでは,20世 紀末か ら21世紀初頭にかけて,環 境意思決定に対す

る市民参加が促進されていくこととなる。市民参加促進の契機は,イ ギ リ

ス国内における動向と国際的な動向が同時進行的に作用 したものである。

そこで本章では,環 境許可決定過程への市民参加について検討する前提と

して,市 民参加の歴史をイギ リス国内および国際的な動向を踏まえなが ら

考察する。
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第1節 イギ リス国内における市民参加の促進

イギ リスでは長期間にわたり一定領域における行政意思決定に対 して市

民参加が積極的に認められてきた。その典型的なものとして,都 市計画領

域における開発許可申請に対するコミュニティーや市民の参加が挙げられ

る。開発許可申請に関 しては,申 請の受理か ら許可が付与されるまでの審

査過程において市民参加が認められており⑳,こ のような市民参加は,「都

市開発計画やより多 くの戦略的な問題に対 して市民が意見を提出する多 く

の機会を提供 している」⑳として一定の評価を受けていた。

一方,都 市計画領域における市民参加が長い歴史を有 しているのに対 し

て,「 環境規制領域において市民は締め出され」⑳てきた㈱。都市計画領域

とは異な り,環 境規制制度の大部分が 「未発達な通知 ・協議手続 しか有 し

ておらず,環 境保護に関する決定は一般市民による助言な く,専 ら専門家

によってのみ判断が行われていた」⑫ののである。その理由として,環 境意思

⑳ イギ リスで の 都 市 計 画 領 域 に お け る 開発 許 可 申請 及 び そ れ に 対 す る市 民 参 加

につ い て 詳 し くは,岡 村 周 一 「イ ギ リス計 画 法 に お け る 『開 発」 の 概 念(1)・(2)」

法 学 論 叢139巻1号,2号(1996年)1頁 以 下,洞 澤 秀 雄 「持 続 可 能 な 発 展 とイ

ギ リス 都 市 計 画 法 制 度 改 革 」 札 幌 学 院 法 学24巻1号(2007年)51頁 以 下,同

「都 市 計 画 に お け る調 整 ・協 議 に関 す る一 考 察:イ ギ リス計 画 許 可 制 度 を 題 材

に」 札 幌 学 院 法 学26巻1号(2009年)43頁 以 下,和 泉 田保 一・「イ ギ リス計 画 許

可 制 度 の 概 要 と近 年 の 動 向 」 東 北 法 学28号(2006年)1頁 以 下,藤 岡 啓 太 郎 他

「英 国(イ ング ラ ン ド)地 方 に お け る都 市 計 画 体 系 の 変 化 」 都 市 計 画54巻5号

(2005年)98頁 以 下,岡 本 裕 豪 「英 国 都 市 計 画 制 度 の 改 正(概 要)」 新 都 市58巻

8号(2004年)68頁 以 下 等 参 照 。

⑳StuartBell&DonaldMcGillivray,EnvironmentalLaw,7thed.,

(OxfordUniversityPress,2008)p.311.

⑳JennySteele,"ParticipationAndDeliberationinEnvironmental

Law:ExploringAProblem-SolvingApproach"[2001]210xfordJournal

ofLegalStudies418.

㈱ 一 部 環 境 領 域 にお いて は環 境 影 響 評 価 を 通 じた市 民 参 加 が 行 われ て い た。 環

境 影 響 評 価 につ いて は後 述 す る。

⑳StuartBell&DonaldMcGillivray,op.cit.,p.311.
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決定の持つ技術的な性質,産 業界と規制当局の間の癒着関係,環 境基準の

設定に関する広い裁量などが挙げられている㈱。イギリスにおいては,「環

境に対する市民の関心は疑いようもな く増 しており,特 に子供たちの環境

問題への理解はより高いものになっているにもかかわ らず……,産 業や工

業といった環境に影響を与える活動よりも,(都 市計画領域における)開

発許可の方が市民にとって明らかな関心事であると受け取 られていた」㈱こ

とか ら,都 市計画領域と環境規制領域それぞれにおける市民参加制度の構

築には大きな差があったとされる。

しかしなが ら,こ のように環境規制領域における市民参加 に消極的で

あったイギ リスも,20世 紀末か ら21世紀初頭にかけて,次 第に市民参加促

進の動きを活発化させていく。1998年 のオーフス条約採択後,2005年 の批

准までの間,イ ギ リスでは環境意思決定への市民参加の重要性についての

提言が数多 く行われてきた。例えばRCEPは,1998年 の 「環境基準の設

定」と題 した第21報 告書において,「 市民の意見は環境政策や環境基準に

関する決定に必要不可欠な要素である。市民の環境に対する意見は,… …

十分な情報に基づ く熟考と討論の産物であり,こ れ らが考慮されるために

は,… …現行の協議及び参加手続を拡大,補 完するために必要な手段を講

じる必要がある。……また市民参加は,政 策を公表 したり,重 大な討論を

促進 したり,政 策の実行可能性や望ましさについて広範囲にわたる意見を

導き出すために重要な役割を担う」⑳と勧告しており,市 民参加の重要性や

必要性を主張する。また,1999年 にイギ リス政府が発行 した 「持続可能な

⑳Ibid.

⑳JeremyRowan-Robinson,AndreaRoss,WilliamWaltonandJulie

Rothnie,"PublicAccesstoEnvironmentalInformation:AMeansto

WhatEnd?"[1996]8JournalofEnvironmentalLaw28.

⑳RoyalCommissiononEnvironmentalPollution21stReport(1998)

SettingEnvironmentalStandards,Cmnd4053.
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発展戦略一質 の高 い生活一」 とい う報告書 も,「 透 明性,情 報,参 加,司

法へのア クセス」㈱ が環境意思決定 のために必要不可欠な プロセスであると

述べて いる。

この ようにイギ リスにおいて市民参加促進の提言が行 われる契機 は,「 政

府が行 う科学的助言に対す る国民か らの不信感 の増加にある」⑳ と考 え られ

て いる。 これ は,イ ギ リス政府 が畜牛 に対す るBSEと 人 間に対す るクロ

イツフェル ト・ヤコブ病の関連性を否定 した数年後 に一転 してそれを肯定

したいわゆる 「狂牛病 問題」に よって表面化 した⑳。 このよ うな不 信感 に

対す る解決策の1つ が市民参加の促進で あ り,RCEPは 「環境計画」 と題

した第23報 告書 にお いて,「 市民 か らの信頼 を高 め ることが市民参加 の 目

的で ある」㊨1)と述べ ている。

イギ リス政府 に対す る国民か らの不信感が増す 中,政 府 は,遺 伝子組換

え生物(GeneticallyModifiedOrganisms,以 下GMO)を 巡 る議論 にお

いて,環 境意思決定への市民参加を重視す る態度を明 らか に して いる。政

府は2000年 に農業 と環境に関するバイオテクノロジーの発展に伴 う社会的 ・

倫理的問題を検討す るため,「 農業環境 バイオテクノ ロジー委員会(Agri-

cultureandEnvironmentBiotechnologyCommission,以 下AEBC)」 働 を

⑳uKsustainableDevelopmentstrategy,ABetterQualityofLife(1999),

para.4.1.

⑳MariaLeeandCarolynAbbot,op.cit,,[2003]ModernLawReview,

P.94.

⑳Ibid.

⑳RoyalCommissiononEnvironmentalPollution23rdReport(2002)

EnvironmentalPlanning,Cmnd5459.

㊤2)AEBCは,有 機 栽 培 農 家,遺 伝 子 組 換 え 作 物 を扱 う農 家,GMOに 関 す る

研 究 者,GMOに の普 及 に否 定 的 な活 動 家 な ど,GMO問 題 につ いて 様 々な 視

点 を 有 す る者 か ら構 成 され,GMOに 関 す る諸 問 題 につ い て 広 く協 議 を 行 って

い る。
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設立,AEBCは イギ リス政府に対する提言を組み込んだ 「遺伝子組換え作

物の商業化についての議論」㈱という報告書を作成 しており,イ ギリス環境

食糧農林省(DepartmentforEnvironment,FoodandRuralAffairs,以

下DEFRA)は 同報告書に応 じる形で 「GMOに 関する諸問題についての

公開討論」剛の開催を発表 した。公開討論は,GMOに 関する行政の意思決

定について,市 民か らの質問を受けたり,市 民に情報を与えることを目的

として行なわれるものであり,政 府か ら独立 した委員会の運営によって市

民が何 らかの意見を述べる機会を与えている絢。

AEBCは 公開討論の核 として,「 地域コミュニティーにおける草の根的

な討論を行った上でその地域コミュニティーの代表者を含む地方そして全

国単位での討論会を行うこと,そ して利害関係者を討論会に参加させない

こと」㈱を主張 した。一方,DEFRAは 草の根的な討論会については支持 し

たものの,「 利害関係者 も参加せることが望 ましい即 とした上,さ らに

「公開討論の中で遺伝子組換え作物栽培の費用便益分析及び科学的問題の

審査を行 うべきである」劔と主張 している。 これについてMariaLeeand

CarolynAbbotは,「 公開討論に…… 『専門家』が関わることによって,

公開討論が彼 らに独占されて しまう危険性がある」紛と指摘 しているが,こ

のように 「全国単位で行われる公開討論はイギ リスにおける環境意思決定

⑬AgricultureandEnvironmentBiotechnologyCommission,"ADebate

AboutthePossibleCommercialisationofGMCrops"(2000)

③DDepartmentforEnvironment,FoodandRuralAffairs,"PublicDia-

logueonGM"(2000)

(35>Ibid,,para.5.

㊤③AEBC,opcit.,para.18.

㊤7)DEFRA,opcit.,para.8.

(38>Ibid,,para.16.

㈲MariaLeeandCarolynAbbot,op.cit.,[2003]ModernLawReview,

P.95.
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の重要な新機軸である」㈲と評価する。そして,「GMOに 関する公開討論

は,広 範囲にわたる環境政策に関する市民参加についての政府の態度の変

化の指標」ωとな り,AEBCの 助言に対するDEFRAの 回答は,「政府と市

民との間の情報交換が重要であるとみなされていることの証拠」⑫であると

されている。

このように,こ れまで市民参加がその中核にあると考えられていた都市

計画領域のみな らず,環 境規制領域においてもイギ リス政府は市民参加の

重要性を受け入れ始めてきた。GMOに ついての公開討論 は法規則の枠外

で開催されるものであったが,同 時に様々な環境関連法規が環境意思決定

への市民参加制度を導入す ることとなる。例えば,2000年 汚染防止規制

(イングランド及びウェールズ)規 則㈲は,あ らゆる許可申請について,

「あらゆる者(anyperson)」 に意見提出の機会を与えている。イギ リスに

は環境意思決定に対する市民参加を認める一般法は存在 しないが,環 境規

制に関する様々な法規則が個別に市民参加権を保障 しているのである。

第2節 オーフス条約の批准とイギ リスの動向

前節で見たように,イ ギ リスでは政府に対する不信感を理由に,環 境意

思決定への市民参加制度が構築されていくこととなるが,そ れと同時に国

際的にも市民参加が重視され始め,イ ギ リスはこの流れを受け入れながら

ますます市民参加制度を充実させていくこととなる。

イギリスが2005年 に批准 したオーフス条約 は,そ の前文において,「 環

境領域において,情 報へのアクセス及び意思決定への市民参加の改善が,

ωIbid.

qDIbid.,p.96.

q2)Ibid.

㈹PollutionPreventionandControl(EnglandandWales)Regulation

2000な お,同 規 則 に 基 づ く市 民 参 加 に つ い て は 後 述 す る 。
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意思決定の質を高め,か つ実施を促進 し,環 境問題についての市民の意識

の向上に寄与 し,市 民がその懸念を表明する機会を提供 し,そ のような懸

念に対 して公的機関の適切な考慮を可能にする」と明示 しており,決 定の

質を高め,決 定が正当なものとなることを確保するために,環 境意思決定

への市民参加が重要であるとする㈹。

同条約は第2の 柱である 「環境意思決定への市民の参加権」について,

「①特定の活動に関する意思決定への市民参加(6条)」,「 ②環境に関する

計画,プ ログラム,政 策に関する市民参加(7条)」,「 ⑧環境関係の行政

規則や規範的文書の策定段階での市民参加(8条)」,と いう3つ の段階に

おける市民参加についての規定を置いている。

(1)オ ーフス条約6条 一許可決定過程への市民参加

「特定の活動に関する意思決定への市民参加」について定めているオー

フス条約6条 は,そ の第1項 において,市 民参加の対象を,「(a)附属書1

に挙げられた活動の計画を許可すべきか否かの決定……,お よび(b)附属書

1の 一覧表にはないが,環 境に重大な影響を与えるおそれのある活動の計

画についての決定」㈲としており,附 属書1に は,エ ネルギー部門,金 属の

生産及び処理,セ メン ト窯業,化 学産業,廃 棄物管理,一 定規模以上の排

水処理施設,工 業施設,一 定規模以上の空港 ・道路の建設など環境への影

響が比較的大きな事業が挙げられている。同条は,市 民参加の対象を,環

境に対 して重大な影響を与えるおそれのある活動に関する許可決定に限定

していると言 うことができ㈲,こ れは許可決定過程への市民参加を促進す

る規定であると解釈することができる。

幽Jean-JacquesParadissisandMichaelPurdue,op.cit.,p.299.

㈲AarhusConvention,Art.6(1).

㈹Jean-JacquesParadissisandMichaelPurdue,op.cit.,p.299.
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さらにオーフス条約は,「(許 可申請 に関 して)『関心を持つ市民』は,

公告によるか,も しくはそれが適切であれば個別に,環 境に関する意思決

定過程の初期に,か つ,適 切で,時 宜を得て,効 果的に,(a)活 動の計画,

およびそれについて決定がなされる活動の申請,(b)決 定見込みもしくは決

定草案の内容,(c)決 定に責任を負う公的機関,(d)予 定される手続,(e)活 動

が国内のあるいは国境を越えた環境影響評価手続の対象となるかどうか,

について知らされねばならない」㊨ とする規定を置 く。つまり,こ こでの市

民参加の対象者は利害関係者に限定されるわけではない。また,市 民参加

の時期に関しても,「様々な選択肢があり,効 果的な市民参加が可能であ

る場合には,初 期段階での市民参加を提供 しなければならない」姻としてお

り,こ れ らの規定により環境許可決定過程への効果的な市民参加が促進さ

れている。 また,「 締結国は,必 要に応 じて,許 可を申請 しようとする者

に対 し,『関心を持つ市民』を特定 し,討 議を行い,申 請の目的に関 して

情報を提供することを奨励すべきである」㈹とされる。

オーフス条約6条7項 は市民参加の手段について,「 市民参加の手続で

は,市 民が活動に関連 していると考える意見,情 報,分 析又は見解を文書

で,ま た必要に応 じて公聴会もしくは申請者の聴聞会において,市 民が提

出することを認めなければならない」励 と規定 している。これにより,最 低

限,市 民には文書での意見提出の権利を付与 しなければならないこととな

るが,ど のような場合に公聴会や聴聞会が認められるかについては,締 結

国の裁量に委ね られていると考えることができる。

また市民参加の結果がいかに環境意思決定に反映されるかが重要となっ

q7)AarhusConvention,Art.6(2).

㈹Ibid.,Art.6(4).

㈲Ibid.,Art.6(5).

(5①Ibid.,Art.6(7).
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て くることから,オ ーフス条約6条8項 は,「締結国は,決 定 において,

市民参加の結果に関する適切な考慮がなされることを確保 しなければな ら

ない」6Dと規定する。市民参加の結果に関する 「適切な考慮」の要求は,行

政による最終決定において市民の意見が無視されることがないよう意図さ

れたものであるが,MariaLeeandCarolynAbbotは,「 『適切な考慮』と

いう文言が市民参加の結果に強力な地位を与えているのか,そ れとも市民

参加の結果が単なる 『考慮要素』に過ぎないのかについては議論のあるとこ

ろである」⑫ とする。

そして最終的に,「 締結国は,公 的機関が決定を行 った場合,市 民が適

切な手続に従って速やかにその結果を知 らされることを確保 しなければな

らず,ま た,そ の決定の基礎となった理由及び考慮 した事項と共に決定文

書に市民がアクセスすることができるようにしなければな らない」㈲。イギ

リスにおいては,環 境許可の付与についてはその理由が提示されず,ま た

規制当局も拒否処分が行われた時にのみその理由を文書で提示することを

慣例としていた勧ため,こ の規定がイギ リス国内で導入されることになれ

ば,同 条約によって環境許可の付与についても理由提示義務が課されたこ

とには大きな意義があると考え られる。なお,本 稿第2章 以降で検討する

「環境許可決定過程への市民参加」は,オ ーフス条約6条 の規定を実現 した

ものである飼。

(5DIbid,,Art.6(8).

働MariaLeeandCarolynAbbot,op.cit.,[2003]ModernLawReview,

P.97.

(53AarhusConvention,Art.6(9).

⑳MariaLeeandCarolynAbbot,op.cit.,[2003]ModernLawReview,

P.97.

㈲ な お,オ ー フ ス条 約6条 の規 定 す る市 民 参 加 は,同 条 約 の 批 准 以 前 か らイ ギ

リス 国 内 にお い て 環 境 影 響 評 価(EnvironmentalImpactAssessment)と い

う形 で 一・部 環 境 領 域 にお い て 実 現 され て いた 。 イ ギ リス で は,環 境 影 響 評 価 の/

14



イギ リスにおける環境許可制度と市民参加

(2)オ ー フス条約7条 一環境 に関す る計画,プ ログラム,政 策策定への

市民参加

オーフス条約6条 はすでに基本的な政策や計画の策定が行われた後の

個 々の許可段 階におけ る市民参加 につ いて扱 った ものであ った6⑤。 それ に

対 して,第7条 は,「各締結国は,必 要な情報を市民に提供 した上で,透

明かつ公正な枠組みで,環 境に関連する計画やプログラムの準備段階での

＼ 対 象 とな る事 業 を 行 お う とす る者 は,許 可 決 定 の前 に事 業 の詳 細,環 境 に対 す

る直 接 的 ・間接 的な影 響,環 境被 害軽 減策 な どを記 した環境 評価書(environment

statement)を 準 備 しな けれ ば な らな い と され て お り,市 民 は 規 制 当 局 が 何 ら

か の 決 定 を 行 う前 に環 境 評 価 書 を 閲 覧 し,意 見 を 提 出 す る こ とが 認 め られ て い

るの で あ る。 こ の よ う な イ ギ リス に お け る環 境 影 響 評 価 制 度 は,1947年 都 市 農

村 計 画 法(TownandCountryPlanningAct1947)を 発 端 と して お り,同

法 の 下 で は,土 地 利 用 計 画 策 定 と施 設 の 開 発 許 可 の 段 階 で,市 民 参 加 手 続 を 経

て,環 境 へ の 影 響 や 施 設 の 必 要 性 が 判 断 され る こ と にな って い た 。 ま た,イ ギ

リス での環 境 影 響評 価 制度 は,85/337/EEC指 令(CouncilDirective85/337/

EECof27June19850ntheAssessmentoftheEffectsofCertainPublic

andPrivateProjectsontheEnvironment)が 採 択 され て 以 降,様 々な 環

境 領 域 にお け る開 発 許 可 を 対 象 と して 広 が って い くこ と とな る。 な お,オ ー フ

ス 条 約 の 批 准 を 受 け て85/337/EEC指 令 は2003/35/EC指 令(Directive

2003/35/ECoftheEuropeanParliamentandoftheCouncilof26

May2003providingforPublicParticipationinrespectofthedrawing

upofcertainplansandprogrammesrelatingtotheenvironment

andamendingwithregardtopublicparticipationandaccesstojustice

CouncilDirectives85/337/EECand96/61/EC)に 改 正 さ れ て い る。 な お

本 稿 は環 境 許 可 決 定 過 程 へ の 市 民 参 加 に焦 点 を 当て るた め,主 に 「開 発 許 可 」

に関 す る市 民 参 加 制 度 で あ る環 境 影 響 評 価 に つ い て は複 雑 化 を 避 け る意 味 で も

取 り扱 わ な い。 イ ギ リス にお け る環 境影 響 評 価 につ い て の 先 行 研 究 と して は以

下 の もの が 挙 げ られ る。大 塚 直 「経 済 先 進 国 にお け る環 境 アセ ス メ ン トの 現 状 」

環 境 情 報 科 学25巻4号(1996年)7頁 以 下,吉 居 秀 樹 「イ ギ リス 都 市 農 村 計 画

法 制 下 にお け る環 境 ア セ ス メ ン ト」 長 崎 県 立 大 学論 集26巻3号(1993年)65頁

以 下,朝 賀 広 伸 「英 国 に お け る最 近 の ア セ ス メ ン ト制 度 の 展 開2001年 環 境 影

響 評 価 規 則(未 開 墾 地 ・半 自然 地 域,イ ン グ ラ ン ド)を 中 心 に 」 環 境 ア セ ス メ

ン ト学 会 誌2巻1号(2004年)83頁 以 下 等 。

鮒MariaLeeandCarolynAbbot,op.cit.,[2003]ModernLawReview,

p.100.
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市民参加の ための適切な,実 務的 および/ま たはその他の規定を策定 しな

けれ ばな らな い」㈱ と規定 してお り,環 境 に関す る計画,プ ログラム,政 策

策定段階での市民参加を促す もので あると言え る。 さ らに同条 につ いて は

「6条3項,4項,7項 の 規定が適用 されな ければな らない」㈱ と して いる

が,第7条 との関係 において最 も重要だ と考え られ るのが 「様 々な選択肢

が あ り,効 果的な市民参加が可能で ある場合 には,初 期段階での市民参加

を提供 しな けれ ばな らな い」⑲ という6条4項 の規定 である。 これによ り,

第7条 の規定 に実行性が付与 され,「 既 に何 らかの計画が策定 された後で

はな く,計 画の策定段階での市民参加が可能 にな る」鋤 のである。

オ ーフス条約7条 の規定を受 けて制定 され た2001/42/EC指 令61)は,あ

る一定の計画や プログラムに対 して早期 における環境影響評価を行 うよう

要求す ることによって,そ れ らの準備段階での市民参加を強化 して いる。

これ は一 般 的 に 「戦 略 的 環 境 ア セ ス メ ン ト(StrategicEnvironment

Assessment)」 ㈱ として制度化 されている もので あ り,イ ギ リスでは,戦 略

(57)AarhusConvention,Art.7.

㈹Ibid.

(591bid.,Art.6(4).

⑳Jean-JacquesParadissisandMichaelPurdue,op.cit.,p.305.

㊨DDirective2001/42/ECoftheEuropeanParliamentandoftheCouncil

of27June20010ntheAssessmentoftheEffectsofCertainPlans

andProgrammesontheEnvironment

勧 戦 略 的 環 境 アセ ス メ ン トにつ いて は先 行 研 究 が 多 数 存 在 す るた め,本 稿 で は

概 略 的 な 紹 介 に と どめ た い 。な お,先 行 研 究 と して は以 下 の もの が 挙 げ られ る。

柳 憲 一・郎 「戦 略 的 環 境 ア セ ス メ ン トと持 続 可 能 性 ア セ ス メ ン トの 現 状 と課 題 」

明 治 大 学 法 科 大 学 院 論 集7巻(2010年)463頁 以 下,同 「環 境 ア セ ス メ ン トにお

け る公衆 参 加 の重 要 性 一 英 国 の戦 略 ア セ ス メ ン トを素 材 と して一 」21世 紀 フ ォー

ラム72号(2000年)30頁 以 下,同 「政 策 ア セ ス メ ン トと環 境 配 慮 制 度 」 森 島 昭

夫 ・大 塚 直 ・北 村 喜 宣 編 「環 境 問題 の行 方 」(1999年,有 斐 閣)62頁 以 下,寺 田

達 志 「戦 略 的 環 境 ア セ ス メ ン ト(SEA)の 導 入 に 向 け て」 ジ ュ リス ト1149号

(1999年)99頁 以 下,環 境 ア セ ス メ ン ト研 究 会 編 『わ か りや す い 戦 略 的 環 境 アセ

スメ ン ト 戦 略 的環 境 ア セ ス メ ン ト総 合研 究 会報 告 書 」(中 央法 規,2000年)等 。

16
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的環境アセスメン トに関 して,オ ーフス条約や2001/42/EC指 令に基づい

て2004年 計画及びプログラム環境影響評価規則⑬が制定 された。 同規則に

よると,戦 略的環境アセスメン トは,農 業,森 林,漁 業,エ ネルギー,工

業,運 輸,廃 棄物処理,水 管理,電 気通信,観 光,都 市農村計画,土 地利

用に関する計画及びプログラムについて義務付けられ㈹,市 民は計画立案

者が提出した環境報告書(environmentalreport)㈹ を閲覧 し,意 見を提出

することができる。戦略的環境アセスメン トの主な効果は 「計画及びプロ

グラムによって起 こりうる重大な影響が提示される」㈹ことであり,市 民参

加という観点から,「計画及びプログラムの草案は規制当局だけではな く

市民も閲覧することができるようになっていなければ意味はな く,特 に計

画によって影響を受けるおそれのある市民は意見を提出する効果的な機会

を与え られなければな らない」㈲と考えられている。

(3)オ ーフス条約8条 一行政による規則策定過程への市民参加

オーフス条約8条 は,「 各締約国は,環 境に著 しい影響を与えうる規則

やその他の一般に適用 しうる法的拘束力のある規則を公的機関が準備 して

いる際の適切な段階で,か つ選択肢がまだ開かれている段階での,効 果的

な市民参加を促進するように努力 しなければな らない。この目的のため,

次の措置がとられるべきである。(a)効果的な参加が十分に認められる時間

枠が設定されるべきである。(b)規則の草案は,公 表されるか,さ もなけれ

⑬EnvironmentalAssessmentofPlansandProgrammesRegulations

2004

㈹Ibid.,reg.5(2).オ ー フ ス条 約 の 規 定 と異 な り,イ ギ リス にお いて は 「政 策

(policy)」 は戦 略 的 環 境 アセ ス メ ン トの 対 象 外 とな って い る。

㈲ 環 境 報 告 書 に は,計 画 に 関連 す る環 境 上 の 問題,計 画 を 実 施 す る こ とで 生 じ

る環 境 被 害,環 境 被 害 の 軽 減 策 等 が 記 され る。

㈹Jean-JacquesParadissisandMichaelPurdue,op.cit.,p.307.

㈲Ibid.
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ば入手可能とするべきである。(c)市民は,直 接もしくは,代 表する機関を

通 して意見を述べる機会が与え られるべきである。そして公衆参画の結果

は可能な限り考慮されねばならない」囎と規定 しており,こ れは環境に関す

る行政による規則策定過程への市民参加を促進するものだと言える。本規

定は,「個々の決定だけではなく,広 範囲にわたる行政立法にまで適用さ

れるものである点,こ れまでにない新 しいものである」㈱と評価 されてい

る。この規定を受け,イ ギ リスでは規則策定について,「政府のホームペー

ジ上で規則の草案を提示 し,市 民が意見を述べる機会を提供」⑩ している。

これは後述する行政による環境許可基準の策定において用いられるもので

ある。

第3節 市民参加の性質

イギ リスでは国内外における様々な影響を受け,環 境意思決定に対する

市民参加制度の構築が促進されてきたわけであるが,こ のような市民参加

制度はどのような性質や意義を持っているのであろうか。本節では,イ ギ

リスにおいて環境意思決定への市民参加が検討される際に,頻 繁に言及さ

れるStuartBellandLaurenceEtheringtonに よる分析に基づいて考察を

行う。

(1)対 象 者 の 範 囲 に よ る 分 類

StuartBellandLaurenceEtheringtonに よ る と,「 『市 民 参 加 』 と い う

㈱AarhusConvention,Art.8.

㈹MariaLeeandCarolynAbbot,op.cit,,[2003]ModernLawReview,

p.101.

⑩Jean-JacquesParadissisandMichaelPurdue,op.cit.,p.305.

⑳StuartBellandLaurenceEtherington,"TheRoleofConsultation

inMakingEnvironmentalPolicyandLaw"[1999]8NottinghamLaw

Journal49.
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言葉は多種多様な手段に及ぶもの」⑳であり,そ の対象者の範囲によって以

下のように分類することができる。

第1に 「『利害関係者』型(StakeholderModel)市 民参加」⑫である。

これは環境意思決定の結果によって直接的に影響を受けるであろう者が対

象となる市民参加であり,例 えば,環 境許可の申請に対する地域住民の意

見を求めるものや,環 境基準の設定について何 らかの影響を受けるであろ

う住民の意見を引き出そうとするものがこれに該当する。このようなタイ

プの市民参加は,意 思決定の正当性を向上させるだけでな く,利 害関係を

持つ市民の権利利益を保護するという目的を有するものであろう。

第2に 「『価値観』型(ValuesModel)市 民参加」⑬であるが,こ れは市

民参加を通 じて市民の持つ環境に対する一般的な価値観や意見,情 報を引

き出そうとするものであり,「『利害関係者』型市民参加」とは異な り,環

境意思決定と直接的な利害関係がない者にも市民参加の機会を認めるもの

である。このタイプの市民参加は,一 般市民か ら広 く情報を収集すること

によって意思決定の前提 となる情報の質を高めようとするものであ り,

「『利害関係者』型市民参加」と比較 しても意思決定の正当性 ・民主性は大

きく向上すると考え られる。

第3に,「 『技術的専門知識』」型(TechnicalExpertiseModel)市 民参

加」㈲である。 これは 「『価値観』型市民参加」の対極にあるものであり,

意思決定について専門知識を有 している科学者や技術者,法 律家といった

専門家の意見を引き出すためのものである。これは参加の対象を専門家に

限定 している点,厳 密には市民参加とは言えるか疑問の残るところである。

⑫Ibid.

㈲Ibid.

(74)Ibid.,p.50.
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このように,環 境意思決定への市民参加には 「『利害関係者』型市民参

加」が主として導き出そうとする 「市民の権利利益の保護」と 「『価値観』

型市民参加」が導こうとする 「意思決定の正当性の確保」という2つ の目

的があると考え られる。なおオーフス条約6条2項 は 「関心を持つ市民」

に対する市民参加制度の構築を規定 していることから㈲,市 民参加の対象

者の範囲が最も広い 「『価値観』型市民参加」を促進していると言えよう㈹。

(2)市 民 参加が必要 とされ る理 由

市民参加が必要 とされ る理 由と して,イ ギ リスで は,市 民の権利利益の

保護 だけでな く,「 市民参加 の結果 と してあ らわれ る意思決定 や判 断過程

その ものの正 当性の確保」㈹ や,「 意思決定 の根拠 となる情報 の質 の改善」⑱

な どが挙 げ られてお り⑲,StuartBellandLaurenceEtheringtonは,市

㈲ 前掲注㊨参照。

㈹ なお,わ が国においても同様の分類は行なわれており,例 えば北村喜宣は対

象者を利害関係者に絞る市民参加を 「権利利益防衛参画」,利害関係を持たない

者も対象にする市民参加を 「情報提供参画」と分類する。前者の例としては,

わが国における公有水面埋立法3条3項 に基づ く意見提出が挙げられ,こ こか

らは参加者の法律上の利益や公法上の法律関係を見出し,抗 告訴訟の原告適格

や当事者適格を肯定することも可能であるとされる。なお,後 者は広 く情報の

提供を求めるために行われるものであり,環 境影響評価法8条 に基づ く意見提

出が例として挙げられる。北村 ・前掲注⑯178頁 。

⑰StuartBellandLaurenceEtherington,op.cit.,[1998]8Nottingham

LawJournal,p.51.

⑱RCEPTwenty-firstReport(1998)

⑲ わが国でも,市 民参加が必要とされる理由については様々な理解が存在する。

例えば,北 村喜宣は,対 象となる事項についての複眼的評価,政 策や計画への

正統性の賦与,議 会が抽象的に調整 した諸利益の現場 レベルでの再調整,情 報

補完 ・情報質の向上などを挙げている。北村喜宣 「環境政策 ・施策形成と実施

への市民参加」環境法政策学会編 「環境政策における参加と情報的手法 環境

パー トナーシップの確立に向けて一』(商 事法務,2003年)33頁 以下参照。
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民参加の正当化理由について,5つ の要素に分けて分析 している⑳。

第1に,市 民参加は意思決定の 「合理性の確保」につながる。意思決定

者にとっての懸念は,自 身が行なう意思決定に合理性があるかどうかとい

う点にあり,市 民の意見を取 り入れることでこの懸念を払拭 し,意 思決定

の合理性を向上させることが市民参加の目的として重要なものである。特

に意見を提出することのできる者の範囲を拡大することによって,潜 在的

な障害や問題は明確化され,よ り適切に対処することができると考えられ

る。

第2に,「 専門性の向上」である。規制当局の外部か ら得 られる専門知

識を利用することは,科 学的 ・経済的 ・法的 ・社会的 ・政治的問題を含む

など,必 要とされる専門知識の範囲が広い環境という領域における意思決

定について,決 定の技術的な正当性を高めるために必要な手段である。

第3に,市 民参加は 「手続の透明化」につながる。行政による意思決定

は透明性を重視 した手法で行なわれるべきであると考えられ,市 民からの

意見を排除 しようとしたり,市 民参加を拒否 しようとすれば,判 断過程と

最終結果に対 して市民に否定的な印象を与えざるを得な くなる。これは,

イギ リスにおいて大きな問題とされていた事業者と規制者との癒着関係を

排除するためにも重要であると考え られている。わが国においても,環 境

に対する負荷を発生させる事業者と規制者としての行政という 「二極関係

に 『市民』という 『もう一極』を加えて三極関係にすることにより,行 政

と事業者の間に癒着のない 『健全な距離』を創出することが可能になる」侶D

と指摘されているように,市 民参加のもたらす意思決定過程の透明化は必

要不可欠なものである。

⑳StuartBellandLaurenceEtherington,op.cit.,[1998]8Nottingham

LawJournal,p.51.

⑳ 北 村 ・前 掲 注 ⑯95頁 。
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第4に,市 民参加によって 「交渉を通 じた意見の一致」が得 られる。市

民参加を行なう理由の1つ は,市 民参加の対象となる事業によって直接影

響を受 ける者が意思決定者 と直接的な交渉を行 うことを保証 し,市 民 に

とって最終判断が容認できるものとすることにある。規制当局が利害関係

者と意見の交換 ・交渉を行うことで,利 害関係者の権利利益はより一層保

護されることになるのである。

最後に,市 民参加は 「価値観の誘出」につながる。もし意思決定者が,

一般市民の価値観や意見に沿 う判断をしたいと考えた場合,市 民参加が

人々の価値観を引き出す数少ない手法の1つ である。一般市民の価値観を

意思決定に反映することは意思決定の正当性を向上するために必要不可欠

であることか ら,こ の 「価値観の誘出」は必要不可欠な要素である。

なお,市 民参加の対象者の範囲によって,重 点の置かれる正当化理由は

異なっている。例えば,「『価値観』型市民参加」は 「価値観の誘出」を最

も重視 しているものであり,規 制当局が,利 害関係者に限定されない一般

市民の意見や価値観を検討 した結果として判断を行なうことになるため,

最も民主性の高い手段であると考え られる。

RCEPは これ らの正当化理 由について,「 自分自身の意見が考慮 されて

いると信 じている人々は,意 思決定過程や政策に信頼を持つ傾向にある」㈱

と指摘 しており,市 民参加の促進が行政に対する市民か らの信頼の回復に

もつながるとする。

第2章 環境許可決定過程への市民参加(D制 度比較

国際的に環境意思決定への市民参加が重要視されている中,イ ギ リスで

も同制度の構築が行なわれてきたわけであるが,現 在イギ リスでは政府の

劒RCEPTwenty-firstReport(1998)
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方針によって様々な領域における行政による規制の在 り方に変化が生 じ,

それに伴って環境意思決定に対する市民参加制度にも大きな変化が起きて

いる。本章では,特 に変化が顕著に現れている環境許可決定㈱過程への市

民参加に焦点を当て,イ ングラン ド及びスコットラン ドにおける現状をそ

れぞれ考察する。

第1節 べ 夕一 ・レギ ュレー シ ョンと市民参加

現在,イ ギ リスで は環境許可決定過程への市民参加の在 り方 に大 きな変

化が起 きて いるが,こ の変化 は,政 府の打 ち出 した 「ベ ター ・レギ ュ レー

シ ョン計画(BetterRegulationAgenda)」 が発端 とな って いる。ベ ター ・

レギ ュ レー シ ョンとは,よ りよい規制環境づ くりを 目指す政策方針であ り,

その対象 は環境領域 に限 らず,金 融,税 制,農 業,社 会保障,雇 用,教 育

な ど様 々な分野 に及んで いる。 イギ リスで は,1997年 に発足 した ブ レア政

権以降,本 格的 にこの取 り組みが行われ始 め,現 在のキ ャメロン政権下で

は,規 制 改善局(BetterRegulationExecutive)が ビ ジネ ス ・イ ノベー

シ ョン ・職業技能省(DepartmentforBusiness,InnovationandSkills)

内 に置かれ,ベ ター ・レギ ュ レー シ ョンの推進を行 って いる鱒。

㈱ イギ リスにおいて環境に影響を与える事業を行おうとする者は,行 政による

事前審査として 「環境許可」を付与されなければならない場合が多 く,大 気汚

染防止法6条 や水質汚濁防止法5条 のように届出制を多く採用している(大 塚

直 「環境法(第3版)」(有 斐閣,2010年)316頁)わ が国の状況とは異なってい

る。なお,イ ギ リスにおいて新たな施設を設置後その施設において排出等の環

境に影響を与えるおそれのある活動を行おうとする事業者は,施 設設置のため

の 「開発許可」と,操 業のための 「環境許可」の両方を付与されなければなら

ない場合がある。なお,本 稿では後者を中心に検討を行う。

㈹ ビジネス ・イノベーション・職業技能省は,ベ ター ・レギュレーションの実

現のためには,「不必要に成長を妨害するような既存の規制制度の除去あるいは

簡素化」,「最終手段としての規制の導入による規制制度の削減」などが必要で

あるとする。詳細は,ビ ジネス・イノベーション・職業技能省ホームページを

参照。<http://www.bis.gov.uk/policies/bre>
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ベター ・レギュレーションの下では,行 政による意思決定の迅速性と一

貫性に重きが置かれることとなる。さらに行政による規制の効率の低下を

伴わずに費用 と行政の負担を削減することが同政策の目的とされており㈹,

最終的には規制の費用を削減することによりGDPの 増加につなげること

を目指 している㈹。 この目的は,例 えば,公 的機関による許可の付与に伴

う手続を簡素化すること,手 続の結果をより予測可能なものにすること,

意思決定過程の過度の長期化を防 ぐこと等によって達成される㈱。

行政による規制の効率化と,行 政による意思決定の正当性を向上させる

市民参加は相反するものだと考え られるため,こ のようなベター ・レギュ

レーションの促進は,環 境保護や汚染規制を目的とした市民参加制度にも

大きな影響を与えると懸念されている。実際,行 政による規制の効率化を

図ることによって,環 境意思決定,特 に環境許可決定過程への市民参加の

機会が減少する可能性が高いと指摘 されてお り㈱,こ れらの点か ら,た と

えベター ・レギュレーションを推進するとして も,「意思決定の迅速性及

び一貫性 と,市 民参加の機会 との間のバランスをとる必要がある」㈱と主張

されている。

㈲ElizabethA.Kirk&KirstyL.Blackstock,"EnhancedDecisionMaking:

BalancingPublicParticipationagainst`BetterRegulation'inBritish

EnvironmentalPermittingRegimes"[2011]23JournalofEnvironmental

Law98.

侶⑤SarahAnderson,TheAndersonReview.TheGoodGuidanceGuide:

TakingtheUncertaintyoutofRegulation(BetterRegulationExecutive,

2009),p.5.

侶7)ElizabethA.Kirk&KirstyL.Blackstock,op.cit.,[2011]23Journal

ofEnvironmentalLaw,p,99.

㈹Ibid.

㈱Ibid.
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第2節 イングラン ドにおける環境許可と市民参加

イギ リス政府がベター ・レギュレーションの実現を目指す中,イ ングラ

ン ドとスコットラン ドは環境許可決定過程への市民参加についてそれぞれ

異なったアプローチを展開 してきた。本節では,近 年のイギ リスにおいて

政策課題として取 り組まれているベター ・レギュレーションの推進により

大きく影響を受けたイングランドにおける市民参加制度の現状を検討する⑲①。

(1)「標準許可」 と 「特注許可」

イングラン ドにおいて環境に影響を与えるような一定の事業を行おうと

する者は,環 境許可の申請を し,そ れを付与されなければならないが,環

境許可に関する法規則の大部分が何 らかの形で市民参加に関する規定を置

いている。なお,現 在その多 くは以下のような手法で行われている。

環境許可の申請,あ るいはそれ らの変更や放棄の申請は原則として事業

者が行うこととなるが,当 該事業が標準的な許可決定手続の対象となるもの

であれば⑤1)一般的には市民参加は認められず,そ の対象外となる事業であ

れば当該申請の内容及び許可決定過程への参加の日時と方法の詳細が市民

に公告された後,市 民参加手続がとられることとなる。ここでの市民参加

(9① イ ギ リス に は1993年 放 射 性 物 質 法(RadioactiveSubstancesAct1993)の

よ う に,イ ン グ ラ ン ドとス コ ッ トラ ン ドの 両 地 域 に共 通 して 適 用 され る環 境 関

連 法 規 が 存 在 す るが,本 稿 で は イ ン グ ラ ン ドとス コ ッ トラ ン ドとの 比 較 に焦 点

を 当て るた め,そ れ ぞ れ の 地 域 に お い て 独 自 に用 い られ る法 規 則 の み を 検 討 の

対 象 とす る。

(91)例 え ば,バ イオ デ ィー ゼ ル の 製 造 は この 標 準 的 な 許 可 決 定 手 続 の 対 象 とな る。

バ イ オ デ ィ ーゼ ル の製 造 許可 は,環 境庁 の作 成 す る規 則 で あ るStandardrules

SR2009No3-LowImpactPartAInstallationfortheproductionofBiodie-

selの 基 準 に従 って 検討 され る。当該 基 準 につ い て の詳 細 はイ ギ リス環 境 庁 ホー

ムペ ー ジを参 照。 〈http://www.environment-agency.gov.uk/static/documents/

Business/SR2009No3v2.0.pdf>
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は 「意見聴取」㈱ とい う形態 によ って行 われ る場合が多 く,許 可 を付与す る

か どうかの最終判断 は,市 民か ら提 出され た意見を考慮 した上,規 制 当局

単独で行われ る㈱。

現在,イ ングラン ドにおいて は,環 境許可制度の大部分が2010年 環 境許

可(イ ングラ ン ド及 びウェールズ)規 則(以 下,2010年 イ ングラン ド規則)鱒

の下で規定されている。同規則は,総 合的汚染防止規制(integratedpollution

preventionandcontrol,以 下IPPC)制 度 ㈱ と廃棄物管理免許制度を よ り

簡潔で よ り直接的な規制制度 に統合 した2007年 環 境許可(イ ングラン ド及

びウェール ズ)規 則⑲㊧を改正 した ものであ る。2007年 規 則 は,ベ ター ・レ

ギ ュ レー シ ョンの一環 と して,従 前の複雑な規制制度を よ り容易 にかつ合

理的 に扱え るよう意図 して制定 され たもので あ り㈱,同 規則 の制定 によ り,

従 来 はIPPC制 度 と廃棄物処理制度 の下で個別の許可が必要 とされ た事業

につ いて も,一 度の 申請 によって許可を得 ることが可能 とな って いる鮒。

2010年 イ ングラ ン ド規則 は,2007年 規 則 の対象 に さらに排 出同意㈱,地

働 「意 見 聴 取 」 な ど市 民 参 加 の 形 態 につ い て は 後 述 す る。

(93ElizabethA.Kirk&KirstyL.Blackstock,op.cit.,[2011]23Journal

ofEnvironmentalLaw,p.100.

⑳EnvironmentalPermitting(EnglandandWales)Regulation2010な

お,同 規 則 は ウ ェー ル ズ に お け る事 業 に も適 用 さ れ る が,本 稿 で は イ ン グ ラ ン

ドにお け る事 業 につ いて の み 検 討 す る。

飼 指 定 有 害 物 質 を 排 出す る指 定 事 業,産 業 施 設 を対 象 と して,当 該 有 害 物 質 の

環 境 媒 体 へ の 排 出を 総 合 的 に規 制 す る制 度 で あ り,大 気,水,土 壌 な ど様 々な

環 境 媒 体 に対 して 汚 染 物 質 を事 業 に 関す る許 可 を1つ の 制度 内 で 扱 お う と した

もの で あ る。 イ ギ リス に お け る総 合 的汚 染 防止 規 制 制 度 につ い て,詳 細 は 林 ・

前 掲 注(7)186頁 以 下 参 照 。

㊤⑤EnvironmentalPermitting(EnglandandWales)Regulation2007

(9のElizabethA.Kirk&KirstyL.Blackstock,op.cit.,[2011]23Journal

ofEnvironmentalLaw,p.101.

㈱2007年 規 則 の 制 定 に よ り従 来 存 在 した41の 規 則 が1つ の制 度 内 に 統 合 され る

こ と とな り,効 率 的 な 環 境 汚 染 規 制 が 可 能 にな った 。Ibid.

㊦9排 出 同意 は水 質 汚 濁 に対 す る 中心 的 な 規 制 手 段 で あ り,廃 水 を 河 川 に排 出す/
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下水許可,放 射性物質規制を加え ることによってその範囲を拡大 した もの

で あ り,2007年 規 則 と同様,複 数の環境領域 にわた る許可を単一の制度の

下で付与 する ことを可能に している。2010年 イ ングラ ン ド規則12条1項 は,

「環境 許可 によ って権 限が与え られてい る者を除 いては,… …(規 制 対象

施設 の)操 業 を して はな らない」GO①と規定 してお り,イ ングラ ン ドにお い

て,人 体及 び環境 に悪影響を与え る可能性の ある2010年 イ ングラン ド規則

の対象 とな る事業を行 おうとす る者 は,同 規則の下で環境許可を付与 され

な けれ ばな らない。 なお,2010年 イ ングラン ド規則の下 では,「 標 準許可

(standardpermits)」 と 「特注許可(bespokepermits)」 と いう2種 類の

環境許可が存在す る。

環境許可決定過程への市民参加 の権利 は,2010年 イ ングラ ン ド規則の下,

申請者が 「標準許可」の申請を行な ったのか,「 特注許可」の 申請を行な っ

たのか によって異な る扱 いを受 けることとな る。その ような 中,2010年 イ

ングラ ン ド規則26条1項 は,「 標準許可」 と 「特 注許可」それ ぞれの判断

基準の策定を規制 当局 に委ねて いる。 イングラン ドにお ける環境汚染 に関

す る規制 当局で ある環境庁(EnvironmentAgency)は 廃 棄物関連事業,

排 水,地 下水,放 射性物質,採 鉱廃棄物 に関す る活動な ど2010年 イ ングラ

ン ド規則の対象 とな る事業 につ いて,同 規則 に従 って策定 した基準を ホー

ムペー ジ上で提示 して お り,そ れ らの基準 に適合す るような事業が 「標準

許可」の対象 となる(10D。そ して,こ れ らの基準 を超 え るよ うな比較 的重大

な環境汚染を引 き起 こす可能性の ある事業 は 「標準許可」の対象か らは除

＼ る場 合 に は環 境 庁 に同 意 の 申請 を し,そ れ が付 与 さ れ な け れ ば な らな い。 排 出

同 意 につ い て,詳 細 は林 ・前 掲 注(7)176頁 参 照 。

qO①EnvironmentalPermitting(EnglandandWales)Regulation2010,

reg.12(1)(a).

⑪ 「標 準 許 可 」 の 基 準 につ い て,詳 細 は イギ リス 環 境 庁 ホ ー ム ペ ー ジ を 参 照 。

〈http://www.enviro㎜ent-agency.gov.uk/bus㎞ess/topics/pe㎜itting/3233蜘x>
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外 され,「 特注許可」q㈹の対象 とな る㈹。

後述す るが,ス コ ッ トラン ドで はイングラン ドと同様 にベ ター ・レギ ュ

レーシ ョンが推進 されて いるにもかかわ らず,2010年 イ ングラン ド規則の

ような合理化 され た環境許可手続 は採用 されず,以 前か ら用 い られて きた

ような 「幅広 い制度 を維持す るという意 図的な決 断」(ll°が行 われてい る。許

可制度 につ いての両者の アプロー チの相違 は,市 民参加制度 につ いて も大

きな違 いを生 じさせて いる。

(2)「標準許可」 と市民参加

(a)「標準許可」決定過程への市民参加

2010年 イングラン ド規則の下で 「標準許可」の申請を した事業者は,環

境庁の策定 した基準に適合 した上,事 業内容に関する十分な情報を環境庁

に提供 している限り,必 ず同許可を付与 されることとなる㈹。つまり事業

が 「標準許可」付与の基準に適合 しているかどうかの判断は,申 請者と環

境庁にのみ依拠することとな り,こ の意味で後述する 「特注許可」の申請

よりもより簡易なものとなっている。 もし申請者が,「 特注許可」が必要

⑰ 「特 注 許 可 」 の 付 与 に お い て は,事 業 ご と の 詳 細 な ア セ ス メ ン トな ど 複 雑 な 手

続 が 要 求 さ れ る 場 合 が あ る 。EnvironmentAgency,"Workingtogether:

yourroleinourenvironmentalpermitting",(February2010),p.5.

⑬ 例 え ば,2010年 イ ン グ ラ ン ド規 則 の 下 で は,深 刻 な 汚 染 を 引 き 起 こ す と さ れ

る 焼 却 施 設 の 操 業 は そ の 大 部 分 が 「特 注 許 可 」 の 対 象 と な る 。 「標 準 許 可 」 の 対

象 と な っ て い る 焼 却 施 設 は,1年 間 に 出 す 廃 棄 物 が438ト ン 以 下 と い う 比 較 的 環

境 へ の 負 荷 の 少 な い ペ ッ ト火 葬 場 の み で あ る 。ElizabethA.Kirk&Kirsty

L.Blackstock,op.cit.,[2011]23JournalofEnvironmentalLaw,

p,102.

ωScottishGovernment,"ConsultationPaperontheConsolidationof

theWasteManagementLicensingRegulationsandAmendmentsarising

fromtheBetterWasteRegulationExercise"(February2010),Part4.

⑯ElizabethA.Kirk&KirstyL.Blackstock,op.cit.,[2011]23Journal

ofEnvironmentalLaw,p.103.
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な事業について 「標準許可」に基づいて活動を行なっていた場合や,後 の

調査において環境への影響が 「標準許可」の基準を超えていることが判明

すれば,有 効な許可を受けずに事業を行っていたとみなされ,「標準許可」

が取 り消されることとなる。

先述 したように 「標準許可」の付与についての判断は申請者と環境庁に

のみ依拠することとな り,個 々の 「標準許可」決定過程への市民参加は一

般的に認められない㈹。 これは同規則が制定される以前の状況 とは大きく

異なっている。例えば,2007年 規則が制定される以前にIPPC制 度に関す

る許可について規定していた2000年 汚染防止規制(イ ングランド及びウェー

ルズ)規 則(1吻は,全 ての許可申請について 「あらゆる者」に意見を提出す

る機会を与えており,規 制当局は市民か ら提出された全ての意見を検討 し

た上,許 可についての判断を行なうよう要求されていた㈹。 この点,2010

年イングランド規則は,「標準許可」に関 して,オ ーフス条約6条 の促進

する市民参加制度を採用 しておらず,市 民参加のもたらす意思決定の正当

性や民主性より,行 政による規制の迅速性や一貫性を重視 していると言う

ことができる。また,た とえ法規則が規定 していな くても,規 制当局は裁

量によって市民参加を受け入れることも可能ではあるが,イ ングラン ドで

はそれも行われていない。

(b)「標準許可」基準の策定 ・改正手続への市民参加

しか しながら,「標準許可」に関して,非 常に限定的ではあるが市民参

GO① た だ し例 外 も あ り,2010年 イ ン グ ラ ン ド規 則 の 下 で 規 制 の 対 象 とな る 「施 設

設 置 」 につ いて は,た とえ 事 業 が 「標 準 許 可 」 の 対 象 とな る もの で あ って も,

「特 注 許 可 」 と同 様 の 市 民 参 加 手 続 が 採 用 され る場 合 が あ る。 「特 注 許 可 」 に関

す る市 民 参 加 の 詳 細 は後 述 す る。

㈲ 前 掲 注 ㈹ 参 照 。

㈹PollutionPreventionandControl(EnglandandWales)Regulation,

sch.4,para.6.
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加の機会は残されている。市民は 「標準許可」と 「特注許可」の判断基準

の策定あるいは改正手続への参加を認められているのである。2010年 イン

グランド規則26条2項 は,「(環 境庁は,)標 準許可に関する規則を策定あ

るいは改正する時には,(a)規 制されるべき施設によって……影響を受ける

であろうコミュニティーの利益を代表すると考え られる者や,(b)影 響を受

けるあるいは利害関係を持つであろうと考え られるあらゆる者と……協議

しなければならない」㈹と規定する。 これにより,環 境庁が行 う 「標準許

可」と 「特注許可」の判断基準の策定について市民は意見を提出すること

が認められており,環 境基準に民意を反映させることが可能になっている。

これは環境に著 しい影響を与えうる規則の策定段階での市民参加制度の構

築を促すオーフス条約8条 の規定に従ったものであると考え られる。

この手続において,環 境庁は,ホ ームページや電子メールを利用するこ

とによって利害関係者の意見を,基 準の策定の場合は12週間,改 正の場合

は28日間受け付けており,提 出された意見を考慮 しなが ら基準を策定 ・改

正することになる(11①。 しかしながら,市 民参加の対象者が利害関係者に限

られている点,ま た意見提出とは言うものの実際にはアンケー トを通 じた

ものに過ぎない点ω,市 民参加手法としてはどの程度の実効性があるかは

疑問である。

(3)「 特 注許可」 と市民参加

2010年 イ ング ラン ド規則 の下 で は, 「標準許可」の対象外である活動を

⑲EnvironmentalPermitting(EnglandandWales)Regulation2010,

reg.26(2).

ql①EnvironmentAgency,opcit.,p.7.

ω ア ン ケ ー トの 内 容 ・結 果 に つ い て は イ ギ リ ス 環 境 庁 ホ ー ム ペ ー ジ を 参 照 。

〈http://www.environment-agency.gov.uk/static/documents/Research/

SR _Cons_No_4_Response_documentv1_0.pdf>
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行おうとする事業者は 「特注許可」の申請を し,そ れを付与されることが

必要となる。一部の例外ωはあるものの,「標準許可」の場合と異な り,市

民は 「特注許可」決定過程への参加権を有 している。

2010年 イングランド規則によると,「特注許可」の判断について,環 境

庁は,「市民相談員(publicconsultee)に 対 して申請に関する情報を与え

るために適切な措置を講 じる義務を有 し」㈹,さ らに 「市民相談員に対 して

申請に関する意見を提出するよう勧告 し」(1ゆ,「意見提出の場所 と期間を明

確にしなければな らない」(1⑤とされる。ここでの 「市民相談員」 とは,「許

可申請によって影響を受ける,あ るいは影響を受けるであろう,あ るいは

利害関係を有 していると規制当局が判断する者」(11ゆのことであり,「特注許

可」手続については,環 境庁が判断する 「利害関係者」に意見提出を通 じ

た市民参加が認められているのである。これ らの規定によると,意 見提出

の期間や手法を決定するのは規制当局であり,実 際,環 境庁は許可の申請

後30営 業 日以内にホームページ上で市民参加の公告を行 っている(11D。ここ

では,申 請者の詳細,予 定されている主な事業内容,活 動場所の詳細,意

見提出の期限,意 見の提出先などが公告 されることとなる㈹。 また一般的

ω2010年 イ ン グ ラ ン ド規 則 は,移 動 式 プ ラ ン トの 設 置 や 放 射 性 物 質 に 関 す る 活

動 に つ い て の 「特 注 許 可 」 の 一部 を市 民 参 加 の 対 象 外 と し て い る 。Environmental

Permitting(EnglandandWales)Regulation2010,sch.5,para.5(1).

⑬EnvironmentalPermitting(EnglandandWales)Regulation2010,

sch.5,para.6(1)(a).

(1ゆIbid.,para.6(1)(b).

qゆIbid.,para.6(1)(c).

(11①Ibid.,para.1.

⑰ 「特 注 許 可 」 決 定 過 程 へ の 市 民 参 加 の 公 告 に つ い て は,イ ギ リ ス 環 境 庁 ホ ー ム

ペ ー ジ参 照 。 〈http://www.environment-agency.gov.uk/research/library/

consultations/65546.aspx>

qlゆEnvironmentAgency,op.cit.,p.12.
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に意見提出は文書によって行なわれることとなり㈹,環 境庁はこの期限を

20営業 日以内と定めている(11①。2010年 イングランド規則によると,こ のよ

うな意見提出は 「特注許可」の変更に関 して も行われることとな り(llD,さ

らに同規則には,事 業によって他国の環境が害されると考え られる場合に

はその国との協議を行うよう定める規定も置かれている(11カ。

最終的に,環 境庁は市民か ら受け取った全ての意見を考慮 した上で 「特

注許可」の付与の可否を決定 しなければならず(12砂,さらに公的登録簿にお

いて判断結果 と判断に至った理由を公開することとなる脚。 この理 由提示

義務はオーフス条約6条 の規定を受けて導入されたものであり,市 民は拒

否決定のみな らず許可決定に至る理由を知ることが可能になった。

このようにイングラン ドでは,環 境に比較的大きな影響を与える可能性

のある事業に適用される 「特注許可」について,そ の判断過程への市民に

よる意見提出を認めている。 しか しなが ら,こ こで意見提出が認められる

市民は 「利害関係を有 していると規制当局が判断する者」に限られており,

「あらゆる者」の市民参加を認めていた2000年 規則の下での市民参加制度

と比較 しても市民参加の機会は制限されており,ま た 「関心のある市民」

に対 して市民参加を認めるよう規定 していたオーフス条約6条 よりもその

対象範囲は限定されていると言える。

⑲ElizabethA.Kirk&KirstyL.Blackstock,op.cit.,[2011]23Journal

ofEnvironmentalLaw,p.104.

⑳EnvironmentAgency,op.cit.,p.8.

ωEnvironmentalPermitting(EnglandandWales)Regulation2010,

sch.5,para.8.

q劾Ibid,,para.10.

q2ゆIbid.,para.11.

働EnvironmentAgency,op.cit.,p.8.

32



イギ リスにおける環境許可制度と市民参加

第3節 スコッ トラン ドにおける環境許可と市民参加

イングラン ドと異な り,ス コットラン ドにおいてはベター ・レギュレー

ションに基づいた環境許可制度の合理化は図 られず,一 部の例外はあるも

のの,様 々な環境関連法規が規定 していた市民参加制度を従来のまま用い

ている場合が多い。本節では,ス コットラン ドにおける環境許可決定過程

への市民参加制度の現状を検討する㈹。

(1)2005年 水 環境(活 動規制)(ス コッ トラ ン ド)規 則 と市民参加

(a)一 定 基準 内の事業 と市民参加

スコ ッ トラン ドにおける水質汚濁規制 に関す る2005年 水 環境(活 動規制)

(ス コッ トラ ン ド)規 則(以 下,2005年 ス コッ トラン ド規則)(12ゆは,2010年

イ ングラン ド規則の規定す る 「標準許可」及 び 「特注許可」 と類似の二段

階か ら成 る許可制度を取 り入れて いる。

しか しなが ら,2010年 イ ングラン ド規則の下で事業を行お うとす る者 は

必ず 「標準許可」 あるいは 「特注許可」の 申請を しな けれ ばな らな いの に

対 して,2005年 ス コ ットラン ド規則 の下では,も し事業者が同規則別表3(llD

の 定 める基準 内での事業を予定 して いるので あれ ば,事 業者 はその活動 に

関 して スコ ッ トラン ドにおける規制 当局で あるスコ ッ トラン ド環境保護庁

(ScottishEnvironmentalProtectionAgency,以 下SEPA)に 対 して許

可 申請をす る必要がな く,自 動的 に許可を付与 されて いるとみな され るこ

ととな る。 この ような場合,SEPAは 予 定 されて いる事業 につ いて何 ら判

㈲ な お 本 稿 で は イ ン グ ラ ン ドとの 比 較 を 行 う こ とか ら,イ ン グ ラ ン ドにお い て

2010年 イ ン グ ラ ン ド規 則 が 適 用 さ れ る環 境 領 域 に 限定 して ス コ ッ トラ ン ドの 制

度 を 検 討 す る。

ωWaterEnvironment(ControlledActivities)(Scotland)Regulations

2005

qlかIbid.,Sch.3,Pt.1,Colum.1.
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断を行なう必要がないことか ら,事 業が同規則の定める基準の範囲内にあ

る限 り市民参加の機会は与え られない。

さらに2005年 スコットランド規則は2010年 イングランド規則とは異なり,

市民に対 して基準の策定や改正について意見を提出する機会も与えていな

い(12助。 このことか ら,2005年 スコットランド規則は環境許可決定過程への

市民参加について明 らかに消極的な姿勢をとっており,こ の点だけ見ると

スコットラン ドに比べてイングラン ドの方が広 く市民参加の権利を提供 し

ていると言える。

(b)事 業許可と市民参加

一方,2005年 スコットラン ド規則別表3の 定める基準の範囲外にある活

動をしようとする事業者は,事 業許可の申請を行い,付 与されることが必

要となる。ここでは,市 民参加として 「許可申請によって影響を受ける,

あるいは影響を受けるであろう,あ るいは利害関係を有 しているあらゆる

者」鋤に文書あるいは電子による意見提出が認められており,規 制当局であ

るSEPAは 提出された意見を検討 した上,許 可の付与について判断するこ

ととなる。 なお2010年 イングランド規則においては,「特注許可」 につい

て,事 業によって影響を受けるあるいは利害関係を有 していると 「規制当

局が判断する者」にのみ市民参加が認められていたのに対 し,ス コットラ

ンドではそのような制限はな く,自 らが利害関係を有 していると判断する

あらゆる者に意見提出が認められることか ら,ス コットラン ドの方がイン

グランドと比べて市民参加の対象者を広 く規定 していると言えよう。

㈲ElizabethA.Kirk&KirstyL.Blackstock,op.cit.,[2011]23Journal

ofEnvironmentalLaw,p.104.

⑳WaterEnvironment(ControlledActivities)(Scotland)Regulations

2005,reg.13.
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またイングランドの場合と異なり,2005年 スコットランド規則の下では,

市民は許可の申請や変更に対する意見提出だけではな く,公 的機関が許可

の付与を決定 した場合に提示する許可決定草案に関 して意見を述べた り,

異議を唱えることが認められている。なお,こ の権利は許可の申請や変更

について既に意見を提出 した者にだけ認められる㈹。 さらに同規則の下で

は,許 可決定草案に対する異議は大臣に移送され,大 臣はSEPAが 許可を

付与するべきかどうか,あ るいは大臣が代わ りに判断を下すため申請の照

会を行うかの判断を行なうことになる㈹。また大臣は,許 可決定草案につ

いて,許 可付与の判断の際に用いられた資料に関する公聴会を開催するこ

とができ(11カ,市民は提出した意見をSEPAが 十分に考慮 したかどうかにつ

いて もその場で意見陳述をすることができる。 これにより,「意見の分か

れる申請について,よ り十分な議論を行 う機会が市民に提供されている」㈹

と言え,意 見提出だけでな く最終的に公聴会における口頭による意見陳述

が認められていることは,意 思決定の正当性や民主性をさらに向上させる

と考え られる。

(2)2000年 汚 染防止管理(ス コ ッ トラン ド)規 則 と市民参加

スコ ッ トラン ドにおけるIPPC制 度 につ いて は2000年 汚 染防止管理(ス

コ ッ トラ ン ド)規 則(以 下,2000年 ス コッ トラ ン ド規則)鵬 が規定 して い

る。2000年 ス コ ッ トラ ン ド規則6条1項 は,「SEPAに よ って許 可が付与

㈹Ibid.,reg.15A.

q3DIbid.,reg.17(1).

q3カIbid.,reg.17(3).

⑯ElizabethA.Kirk&KirstyL.Blackstock,op.cit.,[2011]23Journal

ofEnvironmentalLaw,p.105.

q30Pollution,PreventionandControl(Scotland)Regulations2000
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されている者を除いては,… …(規 制対象施設の)操 業をしてはならない」㈹

と規定 しているが,同 規則は,全 ての許可の申請や変更について,文 書あ

るいは電子による意見提出を 「あらゆる者」㈹に対 して認めており,先 述 し

たような2010年 イングラン ド規則や2005年 スコットラン ド規則よりも市民

参加の対象者を広 く受け入れている。このことか ら,同 規則の規定する市

民参加制度はベター ・レギュレーションの影響を全 く受けていないと言う

ことができる。

また2005年 スコットラン ド規則と同様に,市 民は,許 可の申請について

の意見提出だけではな く,公 的機関が許可の付与を決定 した場合に提示す

る許可決定草案に対 しても意見を述べたり,異 議を唱えることが認められ

ている(llD。2000年スコットラン ド規則の下では,許 可決定草案の存在,許

可決定に至った理由,意 見提出の方法の詳細が公告されることとな り,許

可申請 に関 して意見提出を した者 に限 り市民参加 を認めていた2005年 ス

コットランド規則とは異なり,「あらゆる者」が許可決定草案に関して意

見を述べることが認められている。また2000年 スコットラン ド規則におい

ても,大 臣はSEPAの 判断に言及することができ㈹,こ こでは市民からSEPA

に対 して提出された意見が大臣に移送されることになるが,そ れと同時に,

公聴会において申請者,SEPA,意 見を提出した市民など様々な者が大臣

の前で口頭で意見を述べることを許されている。公聴会における口頭での

意見陳述は大臣が指名 した者によってのみ行なわれる㈹ことから,市 民に

対 して完全に開かれているわけではないが,2010年 イングラン ド規則が構

qlゆIbid.,reg.6(1).

q3ゆIbid.,sch.4and7.

q3DIbid.,sch,4,para.15.

q3ゆIbid.,sch.4,para.14.

q3のIbid.,sch.8,para.4.
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築 していないこのような市民参加制度は 「許可決定過程の開放」㈹につな

がっていると高 く評価されている。

第4節 イングラン ドとスコッ トラン ドの比較

本稿で検討 したイギ リスにおける環境許可決定への市民参加制度につい

て概括すると以下のようになる。

根拠法規 許可の種類
認められる市民参加の

対象と形態

市民参加の対象者の範

囲

イングラ ンド

2010年 環境許可

(イングラン ド及

びウェールズ)

規則

標準許可
基準の策定・改正に対

する意見提出

利害関係を有するあら

ゆる者

特注許可
許可決定過程に対する

意見提出

利害関係者であると規

制当局が判断する者

ス コ ッ トラ ン ド

2005年 水 環 境

(活動規制)(ス

コッ トラン ド)

規則

な し(一 定

の基準内)
な し な し

許可

許可決定過程に対する

意見提出

利害関係を有するあら

ゆる者

許可決定草案に対する

意見提出・公聴会

許可決定過程に対する

意見提出をした者

2000年 汚染防止

管理(ス コ ット

ラン ド)規 則

許可

許可決定過程に対する

意見提出
あ らゆる者

許可決定草案に対する

意見提出・公聴会
あ らゆる者

2010年 イングラン ド規則の下では,比 較的環境への影響の小さい事業に

ついて適用される 「標準許可」に関 して,そ の判断過程への市民参加は認

められていない。これはベター ・レギュレーションの目指す意思決定の迅

速性や一貫性を重視 したものだと言え,オ ーフス条約6条 の促進する市民

参加がもたらすであろう 「市民の権利利益の保護」や 「意思決定の正当性

q4①ElizabethA.Kirk&KirstyL.Blackstock,op.cit.,[2011]23Journal

ofEnvironmentalLaw,p.106.
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の確保」には重きが置かれていない。 また,「 特注許可」については決定

過程への市民参加が認められてはいるものの,市 民参加の対象者として規

制当局が判断する 「利害関係者」が挙げられているにすぎない。これは市

民の権利保護を目的とする 「『利害関係者』型市民参加」であり,「あらゆ

る者」に市民参加を認める2000年 スコットラン ド規則の下での 「『価値観』

型市民参加」と比較 しても,意 思決定の正当性や民主性は低 くなる。

イングラン ドと比較 しても広い市民参加制度を構築 しているスコットラ

ンドであるが,民 間調査機関であるMacaulayResearchConsultancyService

が2006年 に発刊 した 「SEPAに よる規制制度における市民参加と協議」と

題される報告書によると,SEPAは 法的義務によって課せ られた市民参加

だけではな く,全 ての活動領域において,法 規則によって要求されている

以上の市民参加の機会を提供 し,様 々な手法を通 じて 「法規則の定めるノ

ルマを上回る協議」q4Dを行なっている。例えばSEPAは,市 民参加の機会

の提供が義務付けられていない放射性物質に関する規制㈹についても,運

動団体や利害関係者か ら構成される委員会を通 じて一般市民が許可決定過

程に参加できるよう意見提出を認めているのである㈹。 このように,「(法

規則の定める)最 低必要条件を超えて市民参加の機会を提供することは,

意見の分かれるような許可申請に対する(市 民か らの)反 対意見を減少さ

せるために必要」㈹であると指摘 されている。一方,イ ングランドの規制当

ωMacaulayResearchConsultancyService,PublicParticipationand

ConsultationinSEPARegulatoryRegimes(R50063PUR)FinalReport

(2006),p.43.

㈹1993年 放 射 性 物 質 法(RadioactiveSubstancesAct1993)16条 は,許 可 の

付 与 に つ い て,公 的 機 関 と の 協 議 規 定 を 置 い て い る が,市 民 の 意 見 提 出 に つ い

て は 認 め て い な い 。

㈹MacaulayResearchConsultancyService,op.cit.,p.43.

働ElizabethA.Kirk&KirstyL.Blackstock,op.cit.,[2011]23Journal

ofEnvironmentalLaw,p.106.
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局である環境庁は,法 的に義務付けられている市民参加手続の結果にのみ

焦点を当てて判断を行 っている。 これらの点から,「SEPAは 環境庁と比

べても市民参加という文化を受け入れている」㈹ と評価 されるところであ

り,SEPAは 特定の問題ごとに裁量によって市民参加制度を的確に取 り扱

うことを重要視 している点,「 これ らの差異が(イ ングランドとスコット

ラン ドの間で)許 可決定の質の違いを生んでいる」(14のと指摘されている。

このように,イ ギ リス政府の提唱するベター ・レギュレーション計画を

受け,イ ングランドでは市民参加の機会をできる限り減少 させることに

よって規制の迅速性 ・一貫性の向上を図っているのに対 して,ス コットラ

ン ドにおいては,市 民参加か ら導き出される利益に重点を置 くことによっ

て意思決定の正当性 ・民主性を向上させようとしていると言うことができ

る。市民参加が必要とされる理由が,先 述 したような市民の権利利益の保

護や意思決定の正当性の確保,意 思決定の根拠となる情報の質の改善なの

であれば,ス コットラン ドの導入 している市民参加制度はよりその意義に

沿ったものであると言えよう。

第3章 環境許可決定過程への市民参加② 市民参加の実態

イギ リス政府によ ってベ ター ・レギ ュレー シ ョン計画が提唱されて以降,

イ ングラン ドとスコ ッ トラン ドにおける環境許可決定過程への市民参加制

度 には大 きな違 いが生 じることとな った。 しか しなが ら,た とえ スコ ッ ト

ラン ドの ように市民参加制度を充実 させ たと して も,そ れが市民 に周知 さ

れ,利 用 されな けれ ば意味 はな い。本章で は,意 義の ある市民参加の在 り

方を検討す るため,イ ングラン ド及 びスコ ッ トラン ドにお ける市民参加の

(1⑤Ibid.

(M①Ibid.
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利用率やその形態の妥当性など,

考察する。

両地域における市民参加の実態について

第1節 市民参加の利用率

先述 したように,イ ングラン ドにおける 「標準許可」制度の導入と広範

囲にわたる環境関連事業への同許可の適用は,個 々の環境許可決定過程へ

の市民参加の機会を大幅に減少させる結果となっている。2010年 イングラ

ンド規則の下においては,市 民参加の機会は焼却施設の操業など比較的環

境への影響が大きな 「特注許可」が適用される事業における許可決定過程

と,「標準許可」基準の策定 ・改正についてのみ提供 されることとなるの

である。

「標準許可」に関する市民参加が,基 準の策定 ・改正に対するものに限

定されていることについて,ElizabethA.Kirk&KirstyLBIackstock

は 「市民は自身の生命に対する影響を理解 している時にのみ意思決定に参

加 しようとする傾向があり,政 策や計画の策定段階よりもむ しろ実施段階

において参加 しようとする」櫛と言及し,市 民は基準の策定 ・改正といった

段階よりも,む しろ許可決定過程といった自身の生命 ・身体に直接的にか

かわるであろう個別的な実施段階での市民参加を好む傾向があると指摘 し

ている。

環境庁の統計によると,イ ングラン ドにおいて2007年 規則の下で行われ

た計10種 類の基準策定 ・改正について,環 境庁はホームページ上で公告を

した後,800も の利害関係者及び団体に対 して意見提出を呼び掛ける電子

メールを直接送付 した。この意見提出は2008年8月22日 か ら11月14日 まで

の12週 間受け付けられたが,最 終的に意見提出はわずか24件 にとどまり,

q⑦Ibid.,p.107.
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その全てが利害関係を有する産業団体あるいは公的機関からのものであっ

た㈹。 また同様に2007年 規則の下で行われた計6種 類の基準の策定 ・改正

について,2009年9月4日 か ら11月27日 までの12週 間受け付けられた市民

参加手続においても,環 境庁はホームページで公告するだけでな く,1,400

以上の利害関係者及び団体に対 して電子メールを直接送付 したにもかかわ

らず,32件 の意見提出にとどまり,そ の内2件 が公益団体,16件 が産業団

体,残 りは全て公的機関からであった㈹。これを見ても,「標準許可」基準

の策定や改正について意見を提出しようとする市民はほとんど存在せず,

イングラン ドにおけるこのようなタイプの市民参加制度は完全に機能不全

に陥っていると言える。これは 「もし市民の意見が(基 準策定の)質 の改

善に必要であるな らば,こ の市民参加手続には不備な点があると言わざる

を得ない」(11①と批判されるところである㈹。

一方,ス コットラン ドにおいては,イ ングラン ドと比較 しても環境許可

決定への市民参加の機会を広 く提供 しているわけであるが,こ こでも市民

による関わ りの程度は非常に限 られたものに過ぎない。SEPAの 統計によ

ると,2000年 スコットラン ド規則に基づき2008年12月5日 から2010年8月

17日の間にSEPAに よってホームページ上で公告された計26件 の許可決定

㈹EnvironmentAgency,SummaryofResponsestoourSecondCon-

sultation"StandardRulesfortheEnvironmentalPermittingRegulations"

(March2009),p.2.〈http://www.environment-agency.gov.uk/static/

documents/Research/SR _Cons_No_2_Response_document_final.pdf>

㈹EnvironmentAgency,SummaryofResponsestoourfourthconsultation

"St
andardrulesfortheEnvironmentalPermittingRegulations"(March

2010),p.3.〈http://www,environment-agency.gov.uk/static/documents/

Research/SR _Cons_No_4_Response_documentv1_0.pdf>

⑳ElizabethA.Kirk&KirstyL.Blackstock,op.cit.,[2011]23Journal

ofEnvironmentalLaw,p.108.

ω な お,「 特 注 許 可 」 決 定 過 程 に 対 す る 意 見 提 出 に 関 し て,イ ギ リ ス 環 境 庁 は 現

在 の と こ ろ 統 計 を 公 表 し て お ら ず,検 討 す る こ と は 不 可 能 で あ る 。
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過程への市民参加について,一 般市民か らの意見提出が行われたのはその

内わずか3件 にとどまっていたのである(11カ。

イングラン ドにおいては公的機関による意思決定の迅速性と一貫性の確

保を重視 しており,ス コットラン ドにおいては意思決定の正当性や民主性

の確保に重点を置いているわけであるが,ど ちらの制度も統計上は利用の

程度に大きな差異はな く,先 述 したように 「政策や計画の策定段階よりも

む しろ実施段階において参加 しようとする傾向がある」㈹という指摘 もある

が,統 計だけを見るとこれも妥当しないと考え られる。2010年 イングラン

ド規則が基準作成についての,2000年 スコットラン ド規則が許可決定過程

への市民参加制度をそれぞれ構築 していても市民がそれを利用 しなければ

意味はな く,市 民の権利利益の保護や意思決定の正当性の確保にはつなが

らない。統計を見る限 り,イ ギ リスでは環境許可決定過程への市民参加制

度はほぼ機能 していないと言えよう。

第2節 市民参加の形態

(1)市 民 参加の梯子

イギ リスにおいて環境許可決定過程への市民参加が機能 して いな い理 由

の1つ に,市 民参加の形態の不完全 さが挙 げ られ る。

行政意思決定 に対す る市民参加 には様 々な形態が あ り,例 え ばアメ リカ

の社会学者 で あるSherryR.Arnsteinは 市 民参加 の形態を梯子 に見 立て

た 「市民参加 の梯子(ALadderofCitizenParticipation)」q5Φ とい う概念

㈹ 市 民 参加 の統 計 につ いて はSEPAホ ー ムペ ー ジを参 照 。〈http://www.sepa.

org.uk/air/process _industry_regulation/pollution_prevention__control

/public_participation_directive/PPd_consultations/closed.aspx>

㈹ 前 掲 注 ㈲ 参 照 。

㈹ 「市 民 参 加 の梯 子 」 につ い て は,世 古 一 穂 「協 働 の デ ザ イ ン パ ー トナ ー シ ッ

プを 拓 く仕 組 み づ くり,人 づ くり」(学 芸 出版 社,2001年)39頁 以 下 参 照 。
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を提言 して いる㈲。

SherryRArnsteinに よ る と,市 民 参 加 は,市 民 の 関 与 の 程 度 に

よって,第1段 階 「世 論 操 作(Manipulation)」,第2段 階 「セ ラ ピー

(Therapy)」,第3段 階 「情報提供(lnforming)」,第4段 階 「意見聴取

(Consultation)」,第5段 階 「懐柔(Placation)」,第6段 階 「パー トナー

シ ップ(Partnership)」,第7段 階 「権 限委譲(DelegatedPower)」,第8

段 階 「市民 による コン トロール(CitizenControl)」 に分類 す ることがで

き,市 民 による関与の程度が低 い第1段 階及 び第2段 階 は 「市民参加 とは

言えな い(Nonparticipation)」 段 階,第3段 階か ら第5段 階は 「形式だ け

の参加 に過 ぎな い(Tokenism)」 段 階,市 民の関与の程度が高 い第6段 階

か ら第8段 階 は 「市民の力が生か され る(CitizenPower)」 段 階である㈹。

これを見て も,市 民参加 には,市 民が単 に公的機関か ら意思決定 に関す る

情報を提供 され るだ けの場合(第3段 階)か ら,市 民が意見を提 出 し,規

制 当局が それを参考 に意思決定を行 うといういわ ゆる 「意見聴取」が行な

われ る場合(第4段 階),決 定 権限が完全 に市 民 に委ね られ る場 合(第8

段 階)な ど様 々な形態が あると考え られ る。

「情 報提供」 や 「意見 聴取」 とい った比較的 「市民参 加の梯子」 の底 辺

に近 い形態 において は,公 的機関の行 う意思決定の迅速性や一貫性を確保

す ることがで きる一方で,意 思決定の正 当性や民主性 は低 くな る。 また,

「権 限委譲」や 「市民 に よるコ ン トロール」 な ど梯子 の頂点 に近 い形 態 に

おいて は,意 思決定が行われ るまで に過度 に時間がかか ることや,個 々の

決定 において多種多様な価値観,専 門知識,市 民の思考傾向が反映 され る

㈲SherryR.Arnstein,"LadderofCitizenParticipation",(1969)35

JournaloftheAmericanInstituteofPlanners216.

㈹ 「市 民 参 加 の 梯 子 」 そ れ ぞ れ の 段 階 に 関 す る 詳 細 は,世 古 ・前 掲 注(15040頁 参

照 。
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ことか ら決定の一貫性が欠如する可能性を指摘することはできるが,意 思

決定の正当性や民主性の向上につながるであろう。

(2)「意見聴取」による市民参加

(a)「意見聴取」型の正当化理由

イングラン ド,ス コットラン ド共に環境許可決定過程への市民参加制度

の大部分は規制当局に対する文書による意見提出という手法を採用 してお

り,公 的機関は提出された意見を考慮 した上で何 らかの判断を行うよう要

求されている。 しか しなが ら,こ こでは最終的な意思決定の理由は提示さ

れるものの,市 民の提出した意見がどのように判断に影響を与えたかにつ

いては明らかにされない場合が多い㈹。 このような市民参加の形態は 「市

民参加の梯子」の第4段 階である 「意見聴取」に該当し,SherryR.Arnstein

のいう 「形式だけの参加に過ぎない」ものであると言うことができる。

このように環境許可決定過程への市民参加手法として 「意見聴取」が採

用されることについて,イ ギ リスではいくつかの理由が挙げられている。

第1に,環 境許可決定の持つ技術的 ・専門的性質である㈹。DEFRAの 報

告書によると,環 境汚染規制に関する意思決定は,「 ①特定の場所で事業

を行 うことの妥当性を検討する段階」と,「②事業について制約を課すべ

きかどうかを検討する段階」に分類することができ,環 境許可はその第2

段階に該当する㈹。 そしてこの第2段 階は市民の多 くが知識を持たない技

術的 ・専門的な問題に依拠 して判断されるものであり,専 門家の判断の範

㈹ElizabethA.Kirk&KirstyL.Blackstock,op.cit.,[2011]23Journal

ofEnvironmentalLaw,p.109.

q5ゆIbid.,p.llO.

㈹DepartmentofEnvironment,FoodandRuralAffairs,"Planning

andPollutionControl:Improvingthewaytheregimesworktogether

indeliveringnewdepartment"(September2007),p.4.
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疇にあると考えられるのである㈹。 この点か ら,環 境許可については 「意

見聴取」という形態の市民参加で十分だとみなされていた㈹。

第2に,規 制当局に対する負担の軽減が挙げられる㈹。規制当局は,環

境許可の付与に先立って様々な要素を検討するよう要求されている場合が

ある。例えば,環 境庁は,2010年 イングラン ド規則によって,地 下水への

排出許可に関する判断において,土 壌の汚染物質浄化能力や汚染活動から

生 じる地下水への リスクといった要素の分析を㈹,ま た放射性廃棄物の排

出許可に関する判断において,市 民が一定基準以上の放射線にさらされな

いよう確保することをそれぞれ要求されている(1　　。同様にSEPAも,2005

年スコットラン ド規則によって,排 水許可の判断に関 して,水 環境の リス

クアセスメント㈹や関連法規の要件の考慮㈹を,ま た2000年 スコットランド

規則の下での許可判断に関しては,環 境影響評価について定めた85/337/EEC

指令㈹の5条 から7条 の下での決定の考慮をそれぞれ要求されている㈹。

それ以外にも,廃 棄物処理に関する許可のように,環 境許可の付与に先

q6①ElizabethA.Kirk&KirstyL.Blackstock,op.cit.,[2011]23Journal

ofEnvironmentalLaw,p.110.

q6D一 方,施 設 設 置 な ど に 必 要 な 「開 発 許 可 」 はDEFRAの い う 第1段 階 に 該

当 し,こ こ で は よ り 「政 治 的 な 決 定 」 が 行 わ れ る こ と と な り,広 く公 開 討 論 が

行 わ れ る べ き で あ る と 考 え ら れ て い る 。Ibid.

(16麟Ibid.

㈲EnvironmentalPermitting(EnglandandWales)Regulation2010,sch.22,

para.7.

G601bid.,sch.23,pt.3,para.1.

㈹WaterEnvironment(ControlledActivities)(Scotland)Regulations

2005,reg.15(1)(a).

q6①Ibid.,sch.4.

㈲ 前 掲 注 ㈲ 参 照 。

㈹Pollution,PreventionandControl(Scotland)Regulations2000,

sch.4,pt.2,para.13.
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立って施設の開発許可が必要とされているような場合 も存在する([1働。 この

ように,規 制当局は環境許可の判断に付随 して様々な要件を考慮するよう

法的に要求されている場合が多いため,市 民参加を 「意見聴取」型に抑え

ておくことで,規 制当局の負担を減 らすことが必要だと考え られているの

である。

(b)「意見聴取」型への批判

環境許可決定過程への市民参加の手法として 「意見聴取」型が採用され

ていることについて,ElizabethA.Kirk&KirstyL.Blackstockは,「(規

制当局は,市 民参加を)意 思決定を市民と共に行うための手段ではな く,

せいぜい規制当局の保有する情報の質を改善する手法として しか捉えてお

らず,… …いくら市民が積極的に参加 しようとしても,規 制当局は市民参

加を通 じて提供された情報や価値観の重要性を理解 しない」(11①と批判する。

このような 「意見聴取」型の手続に依拠することは 「意思決定の質を改

善するには十分ではない」qlDと考えられており,そ の理由として,「意見聴

取手続を通 じて市民によって提出された情報が規制当局によって考慮され

るかどうかの保証がない」㈹点が挙げられる。「文書による意見提出の権利

は,必 ず意思決定に影響を与える権利であると解釈することはできず」㈹,

市民参加をより意義のあるものとするためには,市 民の意見を実際の意思

決定に反映させなければ意味がないのである。2000年 スコットラン ド規則

㈹EnvironmentalPermitting(EnglandandWales)Regulation2010,

sch.9,para.3.

㈹ElizabethA.Kirk&KirstyL.Blackstock,op.cit.,[2011]23Journal

ofEnvironmentalLaw,p.109.

q7DIbid.,p.111.

q7沙Ibid.

⑬JaneHolder,EnvironmentalAssessment:TheRegulationofDecision

Making(OxfordUniversityPress,2004),p.205.
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においては,意 思決定の根拠となった理由や受け取った意見を公開する規

定㈹も存在するが,単 に判断理由や意見を公開するだけでは十分ではなく,

規制当局が市民の意見を考慮に入れるよう担保する仕組みが必要となろう。

また,行 政のこれまでの対応を見ると,GMOに 関 しては市民ではな く専

門家か ら提供された情報に焦点を当てる傾向にある㈹一方で,都 市計画領

域においては事業者による環境影響評価の結果よりも市民からの意見聴取

の回答を重視する傾向にあった(11Φように,市 民の提出した意見に関 して領

域によって異なる対応がとられており,規 制当局が市民から提出された情

報を実際に考慮するかについて,こ れまでの慣習から判断することは不可

能であると考え られる(11D。

環境許可に関する法規則は最低限の手段として 「意見聴取」型の市民参

加権を市民に提供 しているのであって,環 境庁やSEPAが 「市民参加の梯

子」の上段にあるような形態の市民参加を提供することを妨げる規定は存

在 していない。実際,先 述 したように,SEPAは 裁量によって法規則の定

める最低必要条件を超えて市民参加を提供 しており,こ のような手段を用

いることは意思決定の正当性を高めるために必要であると考えられる。さ

らに2005年 スコットラン ド規則や2000年 スコットラン ド規則が許可決定草

案について公聴会における異議申し立てを認めているように,意 思決定の

正当性を高めるためには 「意見聴取」型の市民参加よりも 「より多 くの対

⑳Pollution,PreventionandControl(Scotland)Regulations2000,

sch.4,para.13.

㈹ElizabethA.Kirk&KirstyL.Blackstock,op.cit.,[2011]23Journal

ofEnvironmentalLaw,p.111.

㈹ChristopherWoodandCarysJones,"TheEffectofEnvironmental

AssessmentonUKLocalPlanningAuthorityDecisions"[1997]34Urban

Studies1241.

⑰ElizabethA.Kirk&KirstyL.Blackstock,op.cit.,[2011]23Journal

ofEnvironmentalLaw,p.111.
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話」㈹が重要になって くる。このように市民の意見が意思決定に大きく反映

されるような市民参加制度を構築 し,市 民の意見が規制当局によって確実

に考慮されるよう保証することが,市 民参加の動機にもな り,利 用率の向

上にもつながるであろうと考え られる。

第3節 市民参加 に対す る姿勢

(1)市 民 の 「受身的」姿勢

市民参加が機能 しな いもう1つ の理 由と して市民の姿勢が挙 げ られ る。

イ ングラン ドとスコ ッ トラン ドにおける市民参加利用率の低 さは,意 思決

定 の正 当性 の確保 の妨 げにな って いる と考 え られ るが,こ れ につ いて,

ElizabethA.Kirk&KirstyL.Blackstockは 「意 思決定 が改善 され るた

めには市民参加の文化の発展が必要で あ り,低 い回答率 はそれが発展 して

いない ことを意味 して いる し,市 民の無関心の程度 をあ らわ して いる」㈹ と

指摘す る。

しか しなが ら,約20年 前 の デー タで はあるが,1993年 に 当時の イギ リス

環境省(DepartmentoftheEnvironment)の 行 った調査 によると,イ ギ

リスで は85%の 市 民が環境 に対 して何 らかの形で関心を有 して いると回答

して いる㈹。 環境 問題 がよ り深刻化 して いる現在 では この数値 が大幅 に低

下 して いるとは考え に くいことか ら,イ ギ リス国民の大部分が環境 に無関

心で あるとは言えな いで あろう。

この調査 につ いてJeremyRowan-Robinsonは,「 もし同 じ人 が,環 境

許可 申請 につ いて意見を提 出す るか どうかの質問を受 けたと した ら,事 業

q7ゆIbid.,p.ll2.

q7のIbid.

ql①SurveyofPublicAttitudestotheEnvironment:EnglandandWales

1993(DepartmentoftheEnvironment,1994)
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によって引き起こされる何 らかの問題が自身の目前に迫らない限 り,そ の

答えは 『いいえ』になるであろう」㈹ と述べており,環 境に関心のある者で

も何らかの問題に直面しない限り意見を提出しないであろうと考えられる。

また,「市民の沈黙は……複雑な問題に直面 している市民の 『無関心』や

『無視』であると解釈するべきではない」㈹し,市 民参加の利用率の低さは

「市民が何 らかの判断を行なうのに必要な知識や理解を有 していないとす

る自己認識に起因するものである」㈹と指摘 されている。つまり,イ ギ リス

において,「市民は環境に対 して 『無関心』なのではなく,『受身的』であ

る」(1曲と解釈することができる。

(2)公 告手段の改善

市民参加についての公告が不十分な場合,市 民の 「受身的」姿勢は強ま

ると考え られる。例えば,市 民参加手続の存在を市民に公告する規制当局

の義務があまりに概括的で規制当局の裁量に大きく委ねられている場合や,

どのような市民参加制度が存在するかを新聞やインターネ ットを通 じて探

したり公的登録簿にアクセスすることで許可申請についての情報を収集 し

たりする責務を市民に大きく課 している場合がそれに該当する㈹。

2010年 イングラン ド規則は 「特注許可」に関する市民参加の公告につい

G8DJeremyRowan-Robinson,AndreaRoss,WilliamWaltonandJulie

Rothnie,op.cit.,[1996]8JournalofEnvironmentalLaw,p.38.

㈹EdwardJohn,"AccesstoEnvironmentalInformation:Limitation

oftheUKRadioactiveSubstancesRegisters",[1995]7Journalof

EnvironmentalLaw13.

㈹GaryMarchandandAndrewAskland,"GMFoods:PotentialPublic

ConsultationandParticipationMechanism♂[2003]44Jurimetrics106.

q80ElizabethA.Kirk&KirstyL.Blackstock,op.cit.,[2011]23Journal

ofEnvironmentalLaw,p.112.

(18駐Ibid.,p.113.
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て,「 市民相談員に対 して申請 に関する情報を与えるために適切な措置を

講 じる」㈹よう環境庁に義務付けている。つまり,公 告の手段や時期などの

判断は全て環境庁の裁量に委ね られていることとな り,そ の結果,環 境庁

はインターネ ット上で市民参加を公告する方法を選択 している。一方,

2000年 スコットランド規則は,市 民参加の公告義務を規制当局であるSEPA

だけではな く許可の申請者にも課 しており,申 請者が行おうとする事業に

応 じて公告の対象や方法を具体的に指示 している。例えば,ス コットラン

ドにおいて移動式プラン トの操業許可の申請が行なわれた場合,申 請者本

人は,事 業が行なわれる地域の新聞とエディンバラ ・ガゼット紙(Edinburgh

Gazette)に 申請の詳細 と市民参加の公告を掲載 しなければならず(11り,また

SEPAは,食 品基準庁(FoodStandardAgency)や 事業が行われる地域

の健康委員会など複数の公的機関に対 して申請の詳細を通知 しなければな

らない囎。市民の 「受身的」な姿勢を回避するためには,ス コットラン ド

のように詳細な公告を行うことによって,市 民参加を促 していく必要があ

ると考え られる。

また市民の 「受身的」な姿勢を排除するためには,市 民参加の公告手段

についてより積極的なアプローチをとる必要があり,こ れは 「都市計画領

域か ら学ぶことができる」qlのとされる。都市計画領域における市民参加は,

完全な決定権限を市民 に委ねるものではな く,環 境許可の場合と同様 に

「意見聴取」を行うものであるが,そ の公告手段について しばしば革新的

qlゆEnvironmentalPermitting(EnglandandWales)Regulation2010,

sch.5,para.6(1)(a).

㈲Pollution,PreventionandControl(Scotland)Regulations2000,

sch.4,para.5.

q8ゆIbid.,sch,4,para,9.

㈹ElizabethA.Kirk&KirstyL.Blackstock,op.cit.,[2011]23Journal

ofEnvironmentalLaw,p.113.
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な手続が採 られており㈹,そ の点か ら 「環境許可領域よりも市民参加の構

築に明 らかに成功 している」(11Dと言及されている。

現在のところ,こ のような新たな公告手段を利用するかどうかの選択は

規制当局に委ね られているが,BeatriceHedelinandMagnusLindhが 指

摘するように,「 規制当局は既によく用いられている手法に頼る傾向にあ

る」(19⑳ことから,新 たな手法が採用される可能性は少ないと考えられる。ま

た規制当局は,市 民参加の利用率の低さについて否定的な考えを有 してお

り㈹,も し市民参加の利用率が引き続き低い傾向にあ り,特 に規制当局が

時間的 ・財政的に困窮 していれば,将 来においても規制当局は費用のかか

るような公告手段を新たに採用するとは考えにくい。もし財政や人的資源

に余裕があれば,規 制当局は市民参加を改善する革新的な手法を採ること

ができるようになるであろうが,そ れも全て 「市民参加の文化が発展する

㈹ 公 告 手 段 につ いて の 革 新 的 な 手 続 の 例 と して 挙 げ られ るの が,イ ン グ ラ ン ド

北 西 部 に あ る リブル 川 流 域 地 区 に お い て行 な わ れ て い る 「ス テ ー クホ ル ダ ー ・

マ ッ ピ ン グ(stakeholdermapping)」 で あ る。 これ は活 発 な 市 民 参 加 を 目指

して 行 わ れ て い るパ イ ロ ッ ト事 業 の1つ で あ る。 手 法 と して は,流 域 にあ る利

害 関 係 者 を 確 認 し,そ の 利 害 関 係 者 が どの よ うな こ と に関 心 が あ るか を 調 査 し

た 上,こ れ らの点 を地 図 や表 に書 き込 ん で い くこ とで,利 害 関 係 者 の 位 置 や 関

心 の 内 容 を 明 確 化 させ る。 そ して この地 図 に沿 って 市 民 参 加 の 公 告 を 行 う こ と

で,市 民 が容 易 に市 民 参 加 につ い て の情 報 を得 る こと が可 能 に な って い る。 ま

た,公 告 だ け で は な く,こ れ らの 資料 を一 括 して管 理 す る こ とで,市 民 参 加 自

体 の 効率 化 に もつ な が る。CarolineRiley,"StakeholderMappingforthe

RibblePilot"in"You'vebeenframed":sustainabilityandtheWater

FrameworkDirective,(Liverpoo1,2004)

㈹ElizabethA.Kirk&KirstyL.Blackstock,op.cit.,[2011]23Journal

ofEnvironmentalLaw,p.113.

G⑫BeatriceHedelinandMagnusLindh,"ImplementingtheEUWater

FrameworkDirective-ProspectsforSustainableWaterPlanningin

Sweden"[2008]18EuropeanEnvironment342.

Gl鋤ElizabethA.Kirk&KirstyL.Blackstock,op.cit.,[2011]23Journal

ofEnvironmentalLaw,p.113.
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か どうか にかか って いる」qgΦと考 え られている。

お わ り に

本稿では,イ ギ リスにおける環境許可決定過程への市民参加について,

イングラン ド及びスコットラン ドの制度を中心に検討を行なってきた。環

境意思決定への市民参加には,「 市民の権利利益の保護」 と 「意思決定の

正当性の確保」という目的が存在するわけであるが,イ ギ リスではここ数

年,ベ ター ・レギュレーションと市民参加とのバランスを保つため様々な

アプローチが採 られており,特 にイングラン ドにおいてはスコットラン ド

と比較 しても環境許可決定過程への市民参加は大きく制限され,2010年 イ

ングラン ド規則の下での 「標準許可」基準の策定 ・改正に対する市民参加

と,「特注許可」決定過程への市民参加のみが採用 されているに過ぎない。

一方,ス コットラン ドにおいては,2000年 スコットラン ド規則の下,イ ン

グランドと比べても広範囲にわたる環境許可決定について市民参加の機会

が与え られている。またスコットラン ドにおいては 「あらゆる者」に市民

参加が認められている点,「 利害関係者」のみを市民参加の対象者 として

いるイングラン ドの制度と比較 しても,意 思決定の正当性や民主性をより

高める手段となっていると言える。

これ らのことか ら,イ ングラン ドにおいてはベター ・レギュレーション

の要求に応 じる形で環境許可決定過程の簡素化が図 られることによって,

規制当局単独による意思決定が重視されており,規 制当局が決定を行うた

めに用いる情報の質の改善や意思決定の正当性の強化よりも,決 定の迅速

性と一貫性の確保が強調されているという結論を導き出すことができる。

qgOIbid.,p.ll4.

52



イギ リスにおける環境許可制度と市民参加

しか しなが ら,イ ギ リス国内においては,現 在のこのような市民参加制度

について,「 市民参加の強化が導き出すであろう政府からの脱却や,意 思

決定に対する市民の信頼回復のための努力に逆行 しているように思われる。

特にイングラン ドにおいては,か つてそうであったように,意 思決定権限

が規制当局に返却されて しまっている」㈹と批判されており,肯 定的に受け

入れ られているわけではない。

ただ し,こ のようなイギ リスにおける制度は,オ ーフス条約の要求から

大きく逸脱 したものではない。イギ リスにおいて採られている環境許可決

定過程への市民参加制度は,同 条約の下で締結国に課せられた義務を最低

限果たしていると考えられるか らである。例えば,オ ーフス条約は,「 市

民参加の手続では,市 民が活動に関連 していると考える意見,情 報,分 析

又は見解を文書で,ま た必要に応 じて公聴会もしくは申請者の聴聞会にお

いて,市 民が提出することを認めなければならない」㈹と規定 しており,こ

れは文書による意見提出権を市民に保障 した上,口 頭による意見陳述が許

される公聴会や聴聞会がいつどのような場合に開催されるかについて,全

て締結国の裁量に委ねている。つまり,2010年 イングラン ド規則の下での

「特注許可」および2000年 スコットランド規則の下での許可の付与の際に,

最低限の手段として文書による意見提出を認めているイギ リスにおける市

民参加制度は,こ の点において国際的な動向に大きく反 してはいないと考

え られる。

しか しなが ら,特 にイングラン ドにおいてはベター ・レギュレーション

の要求に対応するため 「利害関係者」のみを市民参加の対象としている点,

「標準許可」決定過程には市民参加が適用されない点など,オ ーフス条約

の要求に沿わない部分も出てきている。このように市民参加の機会を減少

(19励Ibid.,p.115.

ql①AarhusConvention,Art.6(7).
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させたことは,市 民の地位を軽ん じるものであると考え られ,イ ギ リス国

内においても批判されているところである。ElizabethA.Kirk&Kirsty

L.Blackstockは,環 境許可決定過程への市民参加制度に関 して以下のよ

うな提言を行 っている。「もし,意 思決定を改善するためにベター ・レギュ

レーション以前に採 られていたアプローチに戻 したり,環 境許可決定の根

拠となる意見や情報の範囲を拡大 したいのであれば,ベ ター ・レギュレー

ションと市民参加の関係を再検討 しなければな らない。特にイングラン ド

においては,も う一度市民参加権に大きな重点を置 くべきであり,環 境庁

はSEPAと 同種のアプローチを採用することが適切であろう」(19Dと。

最後に,わ が国における市民参加制度について若干の考察を行う。環境

意思決定に対する市民参加は,そ の対象によって,① 法律 ・条例に関する

もの,② 方針 ・計画 ・評価に関するもの,③ 事業計画に関するもの,④ 実

施段階における個別行政処分に関するもの,⑤ 執行に関するものに分類す

ることができる㈹。本稿で検討 した環境許可決定過程への市民参加は上記

④に該当するものであるが,こ のような実施段階における市民参加につい

て,わ が国では,「 改めて個々の市民の意見を聴いたりコミットをさせた

りする必要はないというのが伝統的な理解」㈹であった。しかしながらイギ

リスでは,市 民は政策や計画の策定段階よりもむ しろ実施段階において参

加 しようとする傾向があると考え られることか ら,実 施段階における市民

参加の重要性がかつてより説かれており,現 在は機能不全に陥っていると

は言え,様 々な環境関連法規が環境許可決定過程への市民参加制度を構築

している。わが国においても,廃 棄物の処理及び清掃に関する法律8条6

qlかElizabethA.Kirk&KirstyL.Blackstock,op.cit.,[2011]23Journal

ofEnvironmentalLaw,p.115.

㈹ 北 村 ・前 掲 注 ⑲32頁 。

㈲ 北 村 喜 宣 『自 治 体 環 境 行 政 法(第5版)』(第 一・法 規,2009年)210頁 。
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項が一般廃棄物処理施設の設置許可について,同 法15条6項 が産業廃棄物

処理施設の設置許可についてそれぞれ利害関係者からの意見提出を認めて

いるようにω,行 政による環境意思決定の正当性を確保 した り,決 定の根

拠となる情報の質を改善するためには,個 別の実施段階における市民参加

制度の構築は必要不可欠であろうと考えられるω。わが国においては,環

境に影響を与える事業を行おうとする場合,大 気汚染防止法6条 や水質汚

濁防止法5条 のように届出制が採用されていることが多 く,広 く市民から

の意見を聴 く仕組みは設けられていないが,周 辺住民がこれらの事業につ

いて訴訟を起こしにくい㈹という点から見ても,や はり事業の開始前に何

らかの形で市民の意見を反映させ,意 思決定の正当性を高めるシステムが

必要となるであろう㈹。

とは言え,実 施段階における市民参加制度を構築 したとしても,現 在の

イギ リスの制度のように機能不全に陥っては市民参加の実効性は薄れるわ

けであるから,イ ギ リスにおいて主張 されていたように,「意見聴取」型

ではなく市民の意見がより反映されるような形態での市民参加が望ましく,

市民の意見がいかに考慮されたかについて明 らかにする制度を構築すべき

⑳ 同法の下での意見提出は利害関係者にのみ認められていることから,「 『利害

関係者」型市民参加」及び 「権利防衛参画」であると言える。

⑳ 実施段階での市民参加制度を構築する理由として,① 法令の枠組みの範囲内

で,関 係する諸利害を具体的かつ即地的に再調整 ・微調整すること,② 総合的

視野に立つ環境管理を行なうこと,③ 市民に十分な情報を提供すること,④ 第

三者の視点から規制者と被規制者を監視すること,⑤ 法律や条例の実施の一部

を分担することで行政と協働することなどが挙げられる。北村 ・前掲注働210-

213頁 。

⑳ 芝池義一 「行政法読本(第2版)」(有 斐閣,2010年)203頁 。

⑳ 届出制を維持するのであれば,届 出が行政機関の事務所に到達 してから,行

政機関が審査を行っている期間中(大 気汚染防止法9条 は60日 間 と規定する),

届 出書を市民の縦覧に供 し,意 見を提出させるなどの方法が考えられる。 これ

については,大 規模小売店立地法5条3項 が参考になるであろう。
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であろう。また,公 告をより積極的にかつ詳細に行なうことによって,市

民の 「受身的」な姿勢を改めていく必要がある。さらに意思決定の民主性 ・

正当性を向上させるためには,市 民参加の対象者も可能な限 り広 く,「『価

値観型』市民参加」に近づけるべきであろう。そのような点か らも,イ ン

グランドではな くスコットラン ドの制度がより参考になると考え られる。

しか しなが ら,行 政への負担を軽減するという点か らも,効 率的な規制

を行なうという点か らも,た だ純粋に市民参加の機会を増やせばよいとい

うものではな く,そ の限度を見極める必要がある。 この点,ベ ター ・レ

ギュレーションとの関係で市民参加制度の変革が現在進行形で行なわれて

いるイギ リスにおける議論は,わ が国の制度の充実に向けて大いに参考に

なるであろう。そのため,こ れか らのイギ リスにおける環境許可決定過程

への市民参加制度の動向にますます注目する必要があると考える。

【付 記】

本稿は科学研究費補助金(若 手研究B:22730034)を 受 けた研究成果の一部であ

る。
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